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第一部【企業情報】
第１【企業の概況】
１【主要な経営指標等の推移】
（１）連結経営指標等　

回次 第98期 第99期 第100期 第101期 第102期
決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

営業収益(百万円) 16,629 12,321 11,899 12,167 12,363

経常損益(百万円) 159 △94 △156 269 558

当期純損益(百万円) △647 60 14 94 269

純資産額(百万円） 2,143 2,195 2,270 2,793 2,930

総資産額(百万円) 22,854 19,146 18,801 17,384 17,063

１株当たり純資産額(円) 107.25 109.87 113.62 116.06 121.56

１株当たり当期純損益金額(円
)

△32.42 3.04 0.69 4.71 13.48

潜在株式調整後1株当たり
当期純利益金額(円）

― ― ― ― ―

自己資本比率(％) 9.4 11.5 12.1 13.3 14.2

自己資本利益率（％） ― 2.8 0.6 4.1 11.3

株価収益率（倍） ― 48.7 333.3 35.9 11.3

営業活動による
キャッシュ・フロー(百万円)

1,151 △840 1,713 828 1,411

投資活動による
キャッシュ・フロー(百万円)

643 8 △499 △511 △284

財務活動による
キャッシュ・フロー(百万円）

50 △1,432 △590 △1,421 △1,011

現金及び現金同等物の
期末残高(百万円)

4,374 2,109 2,732 1,628 1,744

従業員数（人）
（外、平均臨時雇用者数）

1,268
（252）

1,168
（304）

1,100
（298）

1,093
（291）

1,084
（315）

（注）１．
２．

 
３．
４．

営業収益には、消費税等は含まれておりません。
潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない
ため記載しておりません。
第98期の自己資本利益率及び株価収益率については当期純損失のため記載しておりません。
第101期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12
月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用
指針第８号　平成17年12月９日）を適用しております。
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（２）提出会社の経営指標等

回次 第98期 第99期 第100期 第101期 第102期
決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

営業収益(百万円） 2,797 2,715 2,583 2,554 2,424

経常利益(百万円) 66 31 148 124 146

当期純利益(百万円) 45 24 363 63 82

資本金(百万円） 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

発行済株式総数(株) 20,000,00020,000,00020,000,00020,000,00020,000,000

純資産額(百万円） 1,589 1,594 1,990 2,016 1,954

総資産額(百万円) 17,762 14,257 15,160 13,680 13,084

１株当たり純資産額（円） 79.55 79.82 99.61 100.93 97.90

１株当たり配当額(円)
（内１株当たり中間配当額）

―
（　―　）

―
（　―　）

―
（　―　）

―
（　―　）

―
（　―　）

１株当たり当期純利益金額
（円）

2.30 1.20 18.18 3.16 4.11

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額（円）

― ― ― ― ―

自己資本比率(％) 9.0 11.2 13.1 14.7 14.9

自己資本利益率（％） 3.0 1.5 20.3 3.2 4.1

株価収益率（倍） 61.3 123.3 12.7 53.5 37.0

配当性向（％） ― ― ― ― ―

従業員数（人）
（外、平均臨時雇用者数）

111
（　56）

106
（　48）

99
（　44）

99
（　56）

103 
（　62）

（注）１．
２．

 
３．

営業収益には、消費税等は含まれておりません。
潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない
ため記載しておりません。
従業員数は、就業人員数を表示しております。
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２【沿革】
 

当社の前身は明治21年４月６日に設立された「京都電燈会社」であります。兵庫県北部、京都府、滋賀県、
福井県において発電、給配電を主事業としておりました。第２次大戦の国策協力の名のもとに昭和16年８月
30日配電統制令が施行され、発送電部門を「日本発送電株式会社」に、配電部門を「関西配電株式会社」と
「北陸配電株式会社」に出資、残る電鉄部門（越前線、嵐山線、叡山線）を継承して、京福電気鉄道株式会社
が昭和17年３月２日に設立されました。
その主な変遷と当社の関係会社の変遷は次のとおりであります。

 
年月 摘要
昭和16年６月
昭和17年３月
昭和17年８月
昭和19年12月
昭和21年８月
昭和23年11月
昭和24年５月
昭和26年２月
昭和27年11月
昭和31年７月
昭和33年７月
昭和38年８月
昭和39年３月
昭和43年７月
昭和44年９月
昭和49年８月
昭和51年９月
昭和60年７月
昭和61年２月
昭和61年４月
平成３年11月
平成12年４月
平成13年10月
平成13年12月
平成14年３月
平成14年７月
平成14年９月
平成14年10月
平成14年10月
平成15年２月
平成18年５月
平成19年１月
平成19年３月
平成20年３月

丸岡バス㈱設立。〔現：京福バス㈱〕
京福電気鉄道㈱設立。（資本金12百万円）〔嵐山線、叡山線、架空索道線、越前線〕
鞍馬電気鉄道㈱、三国芦原電鉄㈱を合併。
永平寺鉄道㈱、丸岡鉄道㈱を合併。
京都バス㈱設立。
福井にて一般乗合自動車運送事業を開始。
大阪証券取引所第１部銘柄及び京都証券取引所市場銘柄へ上場。
福井にて一般貸切自動車運送事業を開始。
三国観光産業㈱設立。
叡山架空索道（四明嶽～比叡山頂）営業開始。
北野線の一部（北野～白梅町）を廃止。
福井県乗合自動車㈱を合併。
福井にて定期観光バス営業開始。
丸岡線を廃止。
永平寺線の一部（金津～東古市）を廃止。
越前本線の一部（勝山～京福大野）を廃止。
大野交通自動車㈱の乗合バス部門譲受。
叡山電鉄㈱を設立。
大阪証券取引所市場第１部銘柄から第２部銘柄へ上場指定替え。
叡山本線及び鞍馬線の鉄道事業を叡山電鉄㈱へ譲渡。
叡山電鉄㈱の株式60％を京阪電気鉄道㈱へ譲渡。
丸岡バス㈱は京福電気鉄道㈱からバス事業を譲り受け、商号を京福バス㈱に変更。
越前線鉄道事業廃止届を国土交通省へ提出。
比叡産業㈱を合併。
叡山電鉄㈱の全株式を京阪電気鉄道㈱へ譲渡。
嵐山線運賃改定実施。（200円均一運賃）
㈱レディースホテルを合併。
越前線鉄道事業について、えちぜん鉄道㈱と営業譲渡契約締結。
永平寺線（東古市～永平寺）を廃止。
えちぜん鉄道㈱へ永平寺線を除く越前本線及び三国芦原線の鉄道事業を譲渡。
ＫＥＳ（環境マネジメントシステムス・タンダード　ステップ２）の認証を取得。
名古屋駅前に「中国料理『吉珍樓』」を開店。
路線愛称を「嵐電」に統一・７駅の名称を変更。
「嵐電天神川」駅を山ノ内～蚕ノ社間に新設。
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３【事業の内容】
 
当社は京阪電気鉄道株式会社の連結子会社であり、当社グループは当社（京福電気鉄道株式会
社）および子会社11社で構成されており、運輸業、不動産業、レジャー・サービス業、その他の事業を
主たる業務としております。
当社グループの営んでいる主要な事業内容及び事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりで
あります。
 
 
（１）運輸業（８社）
事業の内容 会社名
鉄軌道事業
バス事業
タクシー業

当社
京都バス㈱、京福バス㈱、京福リムジンバス㈱
京都バスタクシー㈱、京福タクシー㈱、ケイカン交通㈱、福井交通㈱

 
（２）不動産業（２社）
事業の内容 会社名
不動産賃貸業
不動産分譲業

当社、三国観光産業㈱
当社

 
（３）レジャー・サービス業（３社）

事業の内容 会社名
旅行業・広告代理店業
ホテル業
飲食業

㈱京福エージェンシー
三国観光産業㈱
当社

 
（４）その他の事業（２社）
事業の内容 会社名
建設業・保険代理業
物販業・自動車整備業

㈱京福コミュニティサービス
京福商事㈱

（注） １． 当社は三国観光産業㈱に対し、不動産の賃貸等を行っております。

  ２． 前連結会計年度において連結子会社でありました㈱京福コミュニティサービスと京
福興産㈱は平成20年３月１日をもって㈱京福コミュニティサービスを存続会社とし
た吸収合併を行っております。
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４【関係会社の状況】
 

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の所
有割合又は
被所有割合

関係内容

（親会社）          

京阪電気鉄道㈱※２ 大阪市中央区 51,466運輸業
議決権の
被所有割合
43.53% 

役員の兼任あり。

（連結子会社）          

京都バス㈱※１、３ 京都市右京区 100 運輸業 76.92% 役員の兼任あり。

京都バスタクシー㈱ 京都市南区 20 運輸業
76.92% 
(76.92%)

 

京福タクシー㈱ 福井県福井市 25 運輸業 100% 役員の兼任あり。

ケイカン交通㈱ 福井県あわら市 32 運輸業 100% 役員の兼任あり。

福井交通㈱ 福井県福井市 40 運輸業 100% 役員の兼任あり。

京福バス㈱※１、３ 福井県福井市 100 運輸業 100% 
施設の賃貸
役員の兼任あり。
資金援助あり。

三国観光産業㈱※１、３ 福井県坂井市 60
不動産業
レジャー・サービス
業

79.75% 
施設の賃貸
役員の兼任あり。

㈱京福エージェンシー 福井県福井市 30
レジャー・サービス
業

100% 
(7.41%)

 

京福商事㈱ 福井県福井市 36 その他の事業
100% 

(17.81%)
 

㈱京福コミュニティサービス 福井県福井市 70 その他の事業 100% 
役員の兼任あり。
資金援助あり。

京福リムジンバス㈱ 石川県加賀市 30 運輸業
100% 
(100%)

 

 
（注）１．

２．
３．
４．
５．

「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。
※１：特定子会社に該当しております。
※２：有価証券報告書を提出しております。
議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合を記載しております。
※３：次の会社については、売上高（連結子会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合
が10％を超えております。

主要な損益情報等

会社名 売上高 経常利益 当期純利益 純資産額 総資産額

  百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

京都バス㈱ 2,801 170 149 950 1,941

京福バス㈱ 2,559 36 46 565 1,994

三国観光産業㈱ 2,408 20 27 1,512 2,673
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５【従業員の状況】
（１）連結会社の状況

（平成20年３月31日現在）

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）
運輸業 930（ 189 ）  
不動産業 12 （ 3 ）  
レジャー・サービス業 75 （ 74 ）  
その他の事業 60 （ 46 ）  
全社（共通） 7 （ 3 ）  
合計 1,084（ 315 ）  
（注）１． 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は年間の平均人員を外数（　）で記載しております。

２． 全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所
属しているものであります。

 
（２）提出会社の状況

（平成20年３月31日現在）
従業員数 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与

103人（62人） 36.7歳 14.0年 4,407,254円
（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は年間の平均人員を外数（　）で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。
 

 
（３）労働組合の状況
 

京福電鉄京都労働組合・京福労働組合は、それぞれ日本私鉄労働組合総連合会に属しております。
なお、労使間において特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】
 
１【業績等の概要】
（１）業績
当連結会計年度における我が国経済は、サブプライムローン問題を背景とする米国経済の低迷
や円高、原油など資源価格の高騰の影響をうけ、これまで好調であった企業収益にも陰りが見えは
じめ、とりわけ地方中小企業を取り巻く環境は極めて厳しい状況で推移いたしました。
このような経営環境のもと、当社グループは、グループ各社がそれぞれの経営計画にもとづき、
業績の改善に努める一方、グループ力を結集し、各事業において様々な施策に取り組みました。
運輸業におきましては、当社嵐山線において、ほぼ半世紀ぶりに新駅を開設し、「嵐電天神川」
駅として本年３月28日に開業いたしました。これにより、嵐電と京都市営地下鉄東西線が結節し、
京都の二大観光拠点である嵯峨・嵐山と東山地区が、さらには京阪電鉄大津線を経由して琵琶湖
が鉄道ネットワークにより結ばれることとなり、通勤・通学客はもとより、多くの観光客にも便利
にご利用いただけるようになりました。
　また、京都バス㈱は、昨年３月に京都市交通局から西賀茂営業所の運行を受託し、運営は順調に推
移したほか、京福バス㈱は、昨年12月に福井・大阪梅田間に、高速バス大阪線を開業いたしました。
不動産業におきましては、「嵐山駅はんなり・ほっこりスクエア」は昨年10月に開業５周年を
迎えたことを機にリニューアルを行い、秋から初冬の「京都 嵐山花灯路」の開催時期に、これま
でにない活況を呈しました。
レジャー・サービス業におきましては、越前松島水族館に北陸地区で初めての「マンボウ水
槽」を設置し、人気を博しました。
このような事業活動の結果、当連結会計年度の当社グループは、前期に引き続き、増収増益を達
成いたしました。
営業収益は12,363百万円（前期比1.6％増）となり、営業利益は558百万円（前期比17.0％増）
となりました。これに営業外収益ならびに営業外費用を加減した経常利益は392百万円（前期比
45.8％増）となりました。これに特別利益ならびに特別損失を加減し、さらに法人税等調整額など
を控除した結果、当期純利益は269百万円（前期比186.1％増）となりました。

 
次に、当連結会計年度における事業別セグメントの状況をご報告いたします。

 
①（運輸業）
鉄軌道事業におきましては、本年３月に「嵐電天神川」駅を開業し、嵐電と京都市営地下鉄東西
線が直結したほか、昨年３月には嵐山線の路線愛称を｢嵐電｣に統一するとともに、駅名を観光路線
にふさわしいものに変更し、世界文化遺産や京都らしい景観を有する北野線から順次、花壇やシン
ボルツリーの植栽、各駅への総合案内板の新設、沿線社寺・景観などの大型写真パネルの設置など
を行い、沿線観光資源の発掘や快適なサービスの提供に取り組みました。　
その他沿線活性化の施策として、昨年に引き続き誘致、協賛いたしました「京都 嵐山花灯路」
は、京都の初冬のイベントとして定着いたしました。また、この一環として、嵐山駅構内、法輪寺境
内において光のアート「Ｄ－Ｋ（デジタルカケジク）ライブ」を開催し、多くのお客様を魅了い
たしました。
バス事業におきましては、京都バス㈱は、少子化による就学人口の減少、原油価格高騰による燃
料費の増加など、極めて厳しい経営環境のなか、京都市交通局西賀茂営業所の運行受託が増収に寄
与したほか、京都市営地下鉄東西線の新駅開設にともなうダイヤ改正を実施し、お客様の利便性を
図るなど、増収に努めました。また、昨年に引き続き、アイドリングストップバス車両やワンステッ
プバス車両の導入など、環境保全ならびにバリアフリー対策にも積極的に取り組みました。
京福バス㈱は、これまでの抜本的な路線再編ならびにダイヤ改正による不採算路線対策が奏功
し、事業採算が好転したほか、引き続きお客様の利便性向上を目指し、きめ細かなダイヤの見直し
や特急バス、深夜バスの運行など地域の特性を活かした独自のバス運行に努めました。また、高速
バス事業では、収益性が見込める大都市との輸送拡大を図り、昨年12月に大阪線（福井～大阪梅田
間）を新設いたしました。
タクシー事業におきましては、原油価格高騰による軽油・ＬＰガスなど燃料費の高騰や乗務員
不足に加え、福井地区タクシー３社は、能登地震の後も風評による観光旅客の減少が利用客減少に
拍車をかけるなど、逆風にさらされましたが、３社連携によるコスト削減およびスケールメリット
を活かすため、共同事務センターならびに共同配車センターを開設し、新規顧客の確保と競合他
社との差別化に取り組みました。
以上により、運輸業営業収益は8,320百万円となり、前期に比べ６百万円（0.1％）の減収とな
り、営業利益は131百万円と、前期に比べ34百万円（36.3％）の増益となりました。
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（提出会社の鉄軌道事業の運輸成績表）

種別 単位
当連結会計年度

(19.４.１～20.３.31)

 
対前期増減率

営業日数 日 366 0.2％

営業キロ程 キロ 12.3 －

車両走行キロ 千キロ 　　948 6.8

輸送

人員

定期 千人 1,892 0.2

定期外 〃 5,228 10.6

計 〃 7,121 7.7

旅客

運輸

収入

定期 百万円 192 △0.4

定期外 〃 974 12.4

計 〃 1,167 10.0

運輸雑収 〃 82 △12.9

運輸収入合計 〃 1,250 △8.2

乗車効率 ％ 35.3 △2.8

 
（業種別営業成績）

種別

当連結会計年度

(19.４.１～20.３.31)

営業収益 対前期増減率

 
鉄軌道事業

百万円

1,250

％

8.2

バス事業 5,534 △0.0

タクシー事業 1,576 △4.4

消去 △40 －

計 8,320 △0.1
 

②（不動産業）
不動産分譲事業におきましては、㈱京福コミュニティサービスが、引き続き福井県坂井市の温泉
付分譲宅地「みくにグリーンヒルズ」を販売し、早期完売に向け活発な営業活動を行いました。
不動産賃貸事業におきましては、昨年10月、「嵐山駅はんなり・ほっこりスクエア」の開業５周
年を機に魅力あるテナントの誘致をはじめ設備の改善を実施するなど、嵐山を訪れるお客様がよ
り楽しく、利用しやすい施設に向けリニューアルを行った結果、秋から初冬の観光シーズンには各
種イベントの実施の効果もあり、多くのお客様にご利用いただきました。三国競艇事業におきまし
ては、サービス向上策のひとつとして、昨年ご好評をいただいた指定席の畳敷きグループ席の増設
やペアシート設置など、様々なお客様のご要望に対応し、快適にくつろいで観戦していただけるよ
う、きめ細かな設備更新を行いました。
以上により、不動産業営業収益は2,061百万円となり、前期に比べ178百万円（9.5％）の増収とな
り、営業利益は484百万円と、前期に比べ81百万円（20.1％）の増益となりました。
 

（業種別営業成績）

種別

当連結会計年度

(19.４.１～20.３.31)

営業収益 対前期増減率

 
不動産賃貸業

百万円

2,305

％

△4.1

不動産分譲業 51 △13.5

消去 △295 －

計 2,061 9.5
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③（レジャー・サービス業）
レジャー・サービス業におきましては、飲食店事業では、京都四条大宮の「吉珍●ＫＩＴＣＨＥ
Ｎ　ＤＩＮＩＮＧ（キッチンダイニング）」ならびに名古屋の「中国料理 吉珍樓（キッチンロ
ウ）」が、引き続き積極的な販売促進とサービス向上に取り組みました。
越前松島水族館におきましては、来年（平成21年）の開園50周年に向け、設備の充実と更新を企
画し、繁忙期の駐車場不足解消のための立体駐車場の建設や「マンボウ水槽」を設置したほか、昨
年好評を博した「磯の生物観察会」・「地引網体験」などの体験型アトラクションを引き続き実
施いたしました。
　以上により、レジャー・サービス業営業収益は1,410百万円となり、前期に比べ95百万円（6.3
％）の減収となり、営業損失は106百万円と、前期に比べ60百万円（130.4％）の減益となりました
 
（業種別営業成績）

種別

当連結会計年度

(19.４.１～20.３.31)

営業収益 対前期増減率

 
旅行業・広告代理店業

百万円

193

％

△7.5

ホテル業 676 △4.1

飲食業 231 49.8

その他 379 △26.5

消去 △72 －

計 1,410 △6.3
 
④（その他の事業）
その他の事業におきましては、京福商事㈱は、昨年新規事業として立ち上げた、オンライン
ショップ「越前本舗」が、魅力的な店舗作りや商品構成の充実を図ったことにより販売が好調に
推移し、さらに全国的に知名度の高い福井県産地酒の手軽な飲みきりサイズの小瓶を自由に組み
合わせて購入する、ウェブ上ならではの販売方法が好評を得ました。
以上により、その他の事業営業収益は1,513百万円となり、前期に比べ41百万円（2.7％）の減収
となり、営業利益は37百万円と、前期に比べ30百万円（435.6％）の増益となりました。
 
（業種別営業成績）

種別

当連結会計年度

(19.４.１～20.３.31)

営 業 収 益 対前期増減率

建設業・保険代理業

百万円

1,041

％

25.5

物販業・自動車整備業 738 0.6

消去 △265 －

計 1,513 △2.7
 
（２）キャッシュ・フロー
営業活動によるキャッシュ・フローは、前払年金費用の取崩しやたな卸資産の販売などにより、
前期に比べ582百万円増加し、1,411百万円となりました。
投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得などがあり、前期に比べ226百万円
増加し、△284百万円となりました。
財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済などの有利子負債の圧縮により、前期
に比べ410百万円増加し、△1,011百万円となりました。
これらの結果、当連結会計年度における現金及び現金同等物は1,744百万円となり、前連結会計
年度末に比べ115
百万円の増加となりました。
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２【生産、受注及び販売の状況】
 
当社グループのサービス・販売等は、必ずしも一様ではないため、事業の種類別セグメントごと
に金額あるいは数量での記載は行なっておりません。
そのため生産、受注及び販売の状況については、「１．業績等の概要」における各事業の種類別セ
グメント業績に関連付けて記載しております。
 
 
３【対処すべき課題】
 
今後の見通しにつきましては、サブプライムローン問題にともなうアメリカ経済の減速や原油
価格の高騰、個人消費の低迷などを要因として、景気は軟調に推移するものと思われます。こうし
たなか、競争はますます激化し、当社グループを取り巻く経営環境は、さらに厳しい状況が続くも
のと予想されます。
 
このような状況のもと、運輸業におきましては、嵐山線では、京阪・阪急沿線をはじめとする大
阪方面からの旅客誘致を目的とした企画乗車券「嵐山１dayチケット」、「阪急･嵐電周遊パス」
や「嵐電天神川」駅開業を機に、京阪電鉄大津線や京都市営地下鉄との企画乗車券、「京都嵐山・
びわ湖大津１dayチケット」、「京都地下鉄 嵐電１dayチケット」を積極的に発売するなど、増収
に努めてまいります。
また、今年で千年を迎える「源氏物語」を記念した、源氏物語千年紀協賛事業「平安時代と源氏
物語を味わう」と題した企画を、本年３月から９回にわたり御室仁和寺において開催し、「源氏物
語」屏風絵を車体に描いたラッピング車両を運行するなど、話題性豊かな様々な情報を提供し、嵐
電沿線の魅力をより広く知っていただけるよう、広報活動を一層強化いたします。
なお、一昨年10月から導入された｢運輸安全マネジメント｣に運輸業各社が一丸となって取り組
み、公共交通機関としての安全の確保を遂行することは勿論のこと、｢京福グループ　サービス憲
章｣を活きたものとするため、　役職員全員がお客様への「おもてなしの心」を実践に移してまい
ります。
福井地区におきましては、京福バス㈱は県を代表するバス事業者としての役割を明確に認識し、
自治体が運営する福祉バスやコミュニティバスを受託するなど、地域と連携したバス事業運営を
提案し、新規需要を開拓する一方、需要の見込まれる大都市への高速バス運行により、引き続き増
収を図ってまいります。
 
不動産業におきましては、京都地区においては、嵐山への集客を強化し、「嵐山駅はんなり・
ほっこりスクエア」の各テナント、周辺地域、各種団体とのさらなる連携のもと、京都市営地下鉄
東西線結節による新たな旅客の取り込みを図ります。なお、本年４月１日に、不動産事業の一層の
発展を図るために、新たな組織「事業開発推進室」を設置いたしました。福井地区においては、
「みくにグリーンヒルズ」をはじめとする各分譲地の早期完売に努めます。
 
レジャー・サービス業におきましては、越前松島水族館では、来年の開園50周年に向けて、魅力
のある大型水槽を新設し、大幅な入館客増を目指し、収益拡大を図ります。
 
その他の事業におきましては、ネットショップ「越前本舗」の事業拡大をはじめ、物販業の積極
的な事業展開を図ってまいります。
 
また、当社グループでは、企業の社会的責任（ＣＳＲ）の視点に立って、高い倫理性にもとづい
たコンプライアンスに努めるとともに、環境保全や省資源にも配慮した活動に取り組んでまいり
ます。　　　　　　
 
当社グループは、「再生 京福」の総仕上げを目指し、経営計画を確実に達成するため、各社が現行
事業の地盤をさらに強固にするとともに、さらなる発展のために新たな事業を企画するなど、業容
の拡大と収益性の向上を同時に成し遂げるべく、一層の経営改善を図ってまいります。
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４【事業等のリスク】
 
　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要
な影響を及ぼす可能性のある事項には、下記のようなものがあります。なお、将来に関する事項に
ついては、当連結会計年度末現在において判断したものであります。
 
（１）少子高齢化について
　少子高齢化の進行に伴い、今後就業・就学人口の落ち込みが続いていくものと予測されていま
す。この問題は当社グループにおきましては、運輸業である鉄軌道事業およびバス事業の輸送人員
の減少を招くこととなり業績に影響を及ぼす可能性があります。
 
（２）テロ等の社会不安について
　現下のテロ情勢の中で、公共交通機関の一端を担っている当社は、お客様の安全輸送を確保する
ため、随時、関係省庁からの情報収集に努めるとともに、自主警備の強化を行っておりますが、不測
の事態により業績に影響を及ぼす可能性があります。
 
（３）原油高による軽油代の高騰について
当社グループのバス事業ならびにタクシー事業では営業車両の燃料として軽油ならびにＬＰガ
スを使用しておりますが、原油価格・為替レートの変動により購入単価が変動します。購入価格の
上昇により当社グループの業績および財務状態に影響を及ぼす可能性があります。
 
（４）材料・資材価格の高騰について
　今後の経済情勢において材料・資材価格の高騰が予測され、当社グループにおきましては単価・
内容・発注方法等の見直しなどによる経費軽減を実施しておりますが、価格上昇により業績に影
響を及ぼす可能性があります。
 
（５）時価の下落について
　当社グループが保有するたな卸資産、有形・無形固定資産および投資有価証券等は今後時価が著
しく下落した場合、減損損失または評価損を計上し業績に影響を及ぼす可能性があります。
 
（６）事故について
当社グループは運輸業を営んでおり、安全輸送については従業員教育や業務管理等のソフト面
の他、設備改良等のハード面からも万全の施策を実施しておりますが、想定を大きく上回るような
事故が発生した場合には業績に影響を及ぼす可能性があります。
 
（７）市場金利の上昇について
　今後の経済情勢において金利上昇が予測され、当社グループにおきましては金利による負担軽減
を図るべく、保有資産の効率性を高め有利子負債の圧縮を目指しておりますが、急激な経済情勢の
変動あるいは金融機関等の動向により業績に影響を及ぼす可能性があります。
 
（８）嵐電天神川駅開業について
　平成20年３月28日に嵐電天神川駅を開業し、京都市営地下鉄東西線太秦天神川駅との連携を強化
し、乗換えの利便性を図りより多くのお客様が当社線をご利用いただけるよう列車ダイヤなどの
見直しを行いましたが、これに伴う旅客動向により輸送人員および業績に影響を及ぼす可能性が
あります。
 
 
５【経営上の重要な契約等】
 
該当事項はありません。

 
 
６【研究開発活動】
 
該当事項はありません。
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７【財政状態及び経営成績の分析】
 
　文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであり
ます。
 
（１）重要な会計方針及び見積り
当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に
もとづき作成しております。したがって、企業会計原則を初め、税効果会計に係る会計基準、金融商
品に係る会計基準等、現行の各会計基準がその前提としている見積りによる会計処理を含んでお
ります。

 
（２）当連結会計年度の経営成績の分析
　当社グループの当連結会計年度の経営成績について、営業収益は12,363百万円と前年同期に比べ
196百万円（1.6％）の増収となりました。これは、運輸業のバス事業において、京都市交通局西賀
茂営業所の管理の受託の本格的実施のほか、福井地区での分譲不動産の販売や飲食店事業での名
古屋の「中国料理　吉珍樓」の営業各般に積極的に取り組みました。また、福井地区でバス事業に
おいて、路線再編やダイヤ改正による不採算路線対策が奏功し、事業採算が好転しました。また、営
業費は11,805百万円と前年同期に比べ115百万円（1.0％）の増加となり営業利益は558百万円と
前年同期に比べ80百万円（17.0％）の増益、経常利益は392百万円と前年同期に比べ123百万円（
45.8％）の増益となりました。これに、工事負担金受入額などの特別利益を計上するとともに、適
格退職年金制度終了損失などの特別損失の計上もあり、税金等調整前当期純利益は502百万円と前
年同期に比べ165百万円（49.2％）の増益となり、法人税、住民税及び事業税や法人税等調整額お
よび少数株主利益を計上した結果、当期純利益は269百万円と前年同期に比べ175百万円（186.1
％）の増益となりました。
 
（３）経営成績に重要な影響を与える要因について
　アメリカ経済の減速や原油価格や諸物価の高騰、個人消費の低迷など、当社グループを取り巻く
経営環境は、予断を許さない状況が続くものと予想されます。このような状況のなか、運輸業の鉄
軌道事業での本年３月28日に開業しました「嵐電天神川駅」へのお客様の乗降状況、利便性の向
上および企画乗車券の販売など当社からの情報発信の強化による集客の拡大を目指します。特に、
自動車事業での原油価格の高騰による収支の影響は、大きなものと予想されますが、経済運転の励
行やダイヤ見直しのほか、その他諸経費の節減にて対処する所存です。また、その他の事業におき
ましても、新たな事業への取組みを始め、積極的な営業拡大を図り、連結利益の拡大に努めてまい
ります。
 
（４）経営戦略の現状と見通し
当社グループは、公共交通事業を基幹事業として、お客様に信頼され、地域社会に貢献できるよ
う経営を進めており、また、不動産事業はもとより、新たな収益の柱となるべき事業を育てるため
の施策を進めております。
当社グループ各社は、中期経営計画のもと、安定した利益を確保するとともに、当社グループ内
での事業の棲み分けを図り、これに伴う人材の有効活用を行っていき、保有資産の生産性の向上、
有利子負債の圧縮により企業体質の強化を図ってまいります。
また、「運輸安全マネジメント」に運輸業各社が一丸となって取り組むとともに、安全確保のた
めの投資についても、設備投資計画を随時見直すことにより、万全を期するよう努めております。
 
（５）資本の財源及び資金の流動性についての分析
株主資本は、前連結会計年度末に比べ267百万円増加し、2,514百万円となりました。これの主な
要因は当期純利益の計上によるものであります。
また、キャッシュ・フローの状況については、「１　業績等の概要　（２）キャッシュ・フロー」
に記載しております。
 
（６）経営者の問題意識と今後の方針について
　当社グループは、鉄軌道事業およびバス事業をはじめとする公共交通事業を基盤として、京都・
福井の地域社会に密着した様々なサービスの提供をしております。また、公共交通事業者として、
安全確保を第一に行うとともに、お客さまへのより良いサービスを提供することは勿論、厳しい経
営環境のもと、市場動向を敏感に捉えながら、競争力向上のための諸施策を実施することにより、
経営基盤を強化し、グループ全体の収益を改善していくことを通して、「再生　京福」の総仕上げ
を目指し、株主ならびに地域社会の皆様にとって魅力ある企業にしていくことを基本方針として
おります。
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第３【設備の状況】
 
１【設備投資等の概要】
 
 

当連結会計年度の設備投資については、輸送の安全確保や旅客サービスの向上による各種
設備の維持、向上を図るとともに、増収対策や規制緩和による競争の激化に対処するため、運
輸業や不動産業を中心に1,090百万円の設備投資を実施しました。
なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

 
事業の種類別セグメントの設備投資を示すと次のとおりであります。

 
 
①運輸業については、鉄軌道事業では当社嵐山線で嵐電天神川新駅設置工事をはじめ、コン
クリート合成枕木化工事、併用軌道改良工事および車両制御器更新工事などの安全対策の強
化を図りました。
また、バス・タクシー事業については、前年度と同様に営業力強化に向けて貸切バス及び
乗合バスを更新するとともに、各社タクシーの代替など増収を図る投資を行いました。
以上の結果、運輸業は710百万円の設備投資を実施しました。
 
②不動産業については、当社の「嵐山駅ほんなり・ほっこりスクエア」リニューアル工事
を行い、サービス向上と増収を図る投資を行いました。
また、三国競艇場においても特別観覧席改装工事、座席指定システム設置工事など収益物
件の設備改良を図りました。
以上の結果、不動産業は162百万円の設備投資を実施しました。
 
③レジャー・サービス業については、越前松島水族館で立体駐車場、マンボウ水槽を新設す
るなど設備を拡充、増収およびサービスの向上を図る投資を行いました。
以上の結果、レジャー・サービス業は204百万円の設備投資を実施しました。
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２【主要な設備の状況】
 

当社グループ（当社及び連結子会社）の平成20年３月31日現在における事業の種類別セグ
メント毎
の設備の概要、帳簿価額並びに従業員数は次のとおりであります。

 
（１）事業の種類別セグメント総括表
 

事業の種類別
セグメントの
名称

帳簿価額

従業員数
建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土　地
（面積㎡）

建設仮勘定 その他 合計

 
運輸業

百万円
 

2,112

百万円
 

1,089

百万円
2,055 

(288,039)

百万円
 
2

百万円
 

64

百万円
 

5,325

人
 

930

不動産業 4,577 57
1,258 

(134,353)
－ 95 5,988 12

レジャー・
サービス業

1,225 82
710 

(30,166)
－ 33 2,052 75

その他の事業 151 20
863 

(10,457)
－ 13 1,049 60

小計 8,068 1250
4,887 

(463,015)
－ 206 14,4151,077

消去又は全社 393 －
△2,499 
(　－　)

－ － △2,106 7

合計 8,461 1,250
2,388 

(463,015)
2 206 12,3081,084

（注）１帳簿価額「その他」は工具・器具・備品であります。
２上記のほかに主な賃借土地として比叡山周辺土地があります。

 
（２）提出会社
 
①          総括表

 

事業の種類別
セグメントの
名称

帳簿価額

従業員数
建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土　地
（面積㎡）

建設仮勘定 その他 合計

運輸業
百万円

 
1,788

百万円
 
448

百万円
134

(246,584)

百万円
 
2

百万円
 
25

百万円
 

2,398

人
 
88

不動産業 3,095 0
1,862

(133,206)
－ 9 5,836 2

レジャー・
サービス業

935 －
7

(26,007)
－ 9 84 6

小計 5,819 448
2,004

(405,797)
－ 45 8,319 96

全社 － －
－

(　－　)
－ － － 7

合計 5,819 448
2,004

(405,797)
2 45 8,319 103
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②　運輸業（従業員数88人）
 

ア．鉄軌道事業
 

ａ線路及び電路施設

線名 区間 営業キロ 単線・複線の区別 停車（留）所 変電所数

 
嵐山線

 
km
11.0

 
 
21

 
1

嵐山本線 四条大宮～嵐山 7.2 複線 13 1

北 野 線 帷子ノ辻～北野白梅町 3.8
単線

（内複線0.3㎞）
8 －

鋼索線 ケーブル八瀬～ケーブル比叡 1.3 単線 2 －

架空索道 比叡～比叡山頂 0.5 複線 2 －

合計  12.8  25 1

 
ｂ車両

電動客車 電動貨車 付随客車 計

28両 1両 4両 33両

 
ｃ車庫及び工場

事業所名 所在地
建物及び構築物 土地

摘要
帳簿価額 面積 帳簿価額

 
西院車庫・修理工場

 
京都市中京区

百万円
127

　　　　　　㎡
7,031

百万円
　　　　　0

 
 

 
③　不動産業（従業員数2人）

 

名称 所在地
建物及び構築物 土地

摘要
帳簿価額 面積 帳簿価額

 
帷子ノ辻駅ビル

 
京都市右京区

百万円
244

㎡
－

百万円
－

 
鉄筋コンクリート４階

嵐山駅はんなり・ほっこり
スクエア

〃 356 1,285 357鉄筋コンクリート３階

西院ビル 京都市中京区 23 － － 鉄筋コンクリート５階

バス施設 福井県福井市　他 29 7,667 78 整備工場　他

三国競艇場施設 福井県坂井市 1,478 － － 鉄筋コンクリート５階

西福井ビル 福井県福井市 358 5,642 39 鉄筋コンクリート５階

エポカ春江 福井県坂井市 292 1,177 50 鉄筋コンクリート７階

八瀬・比叡山 京都市左京区 69 75,412 639 

その他 福井県福井市　他 228 42,023 41  

計
 

3,095 133,2061,206
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④　レジャー・サービス業 （従業員数6人）
 

名称 所在地
建物及び構築物 土地

摘要
帳簿価額 面積 帳簿価額

三国観光ホテル 福井県坂井市
百万円
868

㎡
26,007

百万円
646

 
 

その他 京都市中京区　他 67 － －
 

計
 

935 26,007 646
 

 
（３）国内子会社
 
①　運輸業（従業員数930人）
 
ア．バス事業

 

会社名・事業所名 所在地
建物及び
構築物

土地 在籍車両数
摘要

帳簿価額 面積 帳簿価額 乗合 貸切 計
 
京都バス

 
京都市右京区

百万円
41

㎡
16,688

百万円
1,004

両
114

両
15

両
129

 
 

京福バス 福井県福井市 154 19,408 694 149 54 203
 
 

京福リムジンバス 石川県加賀市 6 － － 6 8 13
 

 
イ．タクシー事業

 

会社名・事業所名 所在地
建物及び
構築物

土地 在籍車両数
摘要

帳簿価額 面積 帳簿価額 貸切バス タクシー 計
 
京都バスタクシー

 
京都市右京区

百万円
36

㎡
－

百万円
－

両
－

両
56

両
56

 
 

京福タクシー 福井県福井市 9 805 33 － 52 52
 
 

ケイカン交通 福井県あわら市 42 3,067 78 17 45 62
 
 

福井交通 福井県福井市 34 1,480 110 18 60 78
 
 

 
②　不動産業（ 従業員数12人）

 

会社名・事業所名 所在地
建物及び構築物 土地

摘要
帳簿価額 面積 帳簿価額

 
三国観光産業

 
福井県坂井市

百万円
3,090

㎡
1,147

百万円
42

 
 

 
③　レジャー・サービス業（従業員数75人）

 

会社名・事業所名 所在地
建物及び構築物 土地

摘要
帳簿価額 面積 帳簿価額

 
三国観光産業

 
福井県坂井市

百万円
289

㎡
4,159

百万円
56

 
 

京福エージェンシー 福井県福井市 0 － －
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④　その他の事業（従業員数60人）
 

会社名・事業所名 所在地
建物及び構築物 土地

摘要
帳簿価額 面積 帳簿価額

 
京福コミュニティサー
ビス

 
福井県福井市

百万円
141

㎡
10,457

百万円
863

 
 

京福商事 福井県福井市 10 － －
 

 
（４）在外子会社
 

当該会社はありません。
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３【設備の新設、除却等の計画】
 
（１）重要な設備の新設等
 

会社名 件名
事業の種類別
セグメント
名　　　称

投資予定額
着手
年月

完成予定
年　　月

摘要
総 額 既支払額

京福電気鉄道㈱

  百万円 百万円 平成年月 平成年月  

嵐電天神川駅設置二期工事 運輸業 174 － 20．4 20．8 

北野線単線踏切制御改良工事 〃 84 － 20．8 20．12 

台車更新工事 〃 21 － 20．6 20．9 

制御器更新工事 〃 20 － 20．7 20．7 

重軌条交換工事 〃 16 － 20．6 20．7 

舗装改良工事 〃 15 － 20．6 20．7 

コンクリート枕木化工事　ほか 〃 72 － 20．6 21．3 

帷子ノ辻駅ビル荷捌きエレベーター更新
工事ほか

不動産業 63 － 20．4 21．3 

京都バス㈱ 乗合バス購入ほか 運輸業 179 － 20．12 21．3 

京福バス㈱ 乗合バス購入ほか 運輸業 173 － 20．4 21．3 

三国観光産業㈱ 三国競艇場無停電電源装置入替工事ほか 不動産業 214 － 20．4 21．3 

（注）今後の所要資金1,365百万円については、自己資金および補助金他により充当する予定でありま
す。
 
 
（２）重要な設備の除却等
 

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】
 
１【株式等の状況】
（１）【株式の総数等】
① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000
② 【発行済株式】

種類

発行数

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容事業年度末現在発行数
（株）

（平成20年３月31日現在）

提出日現在発行数（株）
（平成20年３月23日現在）

普通株式 20,000,000 20,000,000
大阪証券取引所
市場第二部

―

計 20,000,000 20,000,000 ― ―

 
 

（２）【新株予約権等の状況】
該当事項はありません。

 
 

（３）【ライツプランの内容】
該当事項はありません。

 
 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
 

年　月　日

発行済株式総数 資本金 資本準備金

増減数
（株）

残高
（株）

増減額
（百万円）

残高
（百万円）

増減額
（百万円）

残高
（百万円）

平成19年４月１日～
平成20年３月31日

― 20,000,000― 1,000 ― 270

 
 

（５）【所有者別状況】
（平成20年３月31日現在）

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満
株式の状
況（株）

政府及び
地方公共
団　　体

金融機関

金融商
品
取引業
者

その他
の法人

外国法人等
個人
その他

計個人以
外

個人

株主数
（人）

１ ５ ４ 27 ０ ０ 1,0401,075 ―

所有
株式数
（単元）

1,6511,870 ５ 9,395 ０ ０ 6,82319,744256,000

所有株式
数
の割合
（％）

8.36 9.47 0.03 47.580.00 0.00 34.56100.00―

（注）自己株式32,943株は「個人その他」に32単元及び「単元未満株式の状況」に943株含めて記載しておりま
す。
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（６）【大株主の状況】
（平成20年３月31日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式 数 の 割 合
（％）

京阪電気鉄道株式会社 大阪市中央区大手前1丁目７番31号 8,579 42.89

財務大臣 東京都文京区湯島４丁目６番15号 1,651 8.25

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内1丁目６番６号 1,333 6.66

株式会社京三製作所 横浜市鶴見区平安町２丁目29番１号 330 1.65

中央三井信託銀行株式会社
（常任代理人　日本トラステ
イ・サービス信託銀行株式
会社）

東京都港区芝３丁目33番１号
（東京都中央区晴海１丁目８番11
号）
 

200 1.00

東京海上日動火災保険
株式会社

東京都千代田区丸の内1丁目2番1号 174 0.87

株式会社中井製作所 岡山市江崎448-5 136 0.68

中井敏夫 岡山市 127 0.63

吉田澄子 福井県吉田郡 123 0.61

和田さよ 京都市左京区 119 0.59

計 ― 12,773 63.86

 
 
（７）【議決権の状況】
①【発行済株式】

（平成20年３月31日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―
議決権制限株式（自己株式
等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―
完全議決権株式（自己株式
等）

普通株式 32,000 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 19,712,000 19,712 ―

単元未満株式 普通株式 256,000 ― ―

発行済株式総数  20,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 19,712 ―
(注)「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式943株が含まれております。
 
 

②【自己株式等】
（平成20年３月31日現在）

所有者の氏名又は名
称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式の
割合（％）

京福電気鉄道株式会
社

京都市中京区壬生
賀陽御所町３番地
の20

32,000 ― 32,000 0.16

計  32,000 ― 32,000 0.16

 
（８）【ストックオプション制度の内容】
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該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】
【株式の種類等】
会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得及び会社法第155条第７号に該当する普
通株式の取得

 
（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。
 
（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。
 
（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）
当事業年度（自　平成19年４月１日　至
　平成20年３月31日）における取得自
己株式

8,764 1,396,831

当期間（自　平成20年４月１日　至　平
成20年６月23日）における取得自己株
式

1,375 212,328

（注）当期間における取得自己株式には、平成20年６月1日からこの有価証券報告書提出日
（平成20年６月23日）までの単元未満株式の買取りによる株式は含まれておりません。

 
 
（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月23日）

株式数
（株）

処分価額の
総額（株）

株式数
（株）

処分価額の
総額（株）

引き受ける者の募集を行った取
得自己株

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株
式

― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他（　―　） ― ― ― ―

保有自己株式数 32,943 ― 34,318 ―

（注）当期間における保有自己株式数には、平成20年６月1日からこの有価証券報告書提出
日（平成20年６月23日）までの単元未満株式の買取りによる株式は含まれておりま
せん。

 
 
３【配当政策】
当社では、安定的に配当ができるような財政状態を早期に実現するよう努めてまいります。
当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としておりま
す。
これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取
締役会であります。
当社は、「取締役会の決議より、毎年９月30日を基準として、中間配当を行うことができ
る。」旨を定款に定めております。
なお、復配に向けて徐々に体力を回復してきておりますが、財務体質は未だ脆弱な面を残し
ており、当期につきましても無配当とさせていただきます。
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４【株価の推移】
（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第98期 第99期 第100期 第101期 第102期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高
（円）

160 163 315 229 171

最低
（円） 105 120 138 145 145

（注）最高・最低株価は大阪証券取引所（市場第二部）におけるものであります。
 
（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年1月 ２月 ３月

最高
（円）

163 160 160 160 165 159

最低
（円） 157 153 145 146 148 149

（注）最高・最低株価は大阪証券取引所（市場第二部）におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（千株）

取締役社長
（代表取締役）

 山村 勝保
昭和18年
10月３日生

昭和41年４月京阪電気鉄道株式会社入社

（注）２ ５
平成９年７月 京都バス株式会社専務取締役
平成11年６月同社取締役社長
平成17年６月当社取締役社長（現在）

専務取締役
（代表取締役）

管理本部長 田中 輝重
昭和23年 
８月１日生

昭和47年４月京阪電気鉄道株式会社入社

（注）２ 12

平成９年７月 当社社長室部長
平成10年６月当社取締役
平成11年７月当社総合政策室部長
平成13年６月当社常務取締役
平成14年11月当社管理本部副本部長
平成15年６月当社専務取締役（現在）
平成15年６月当社管理本部長（現在）

専務取締役 事業本部長 藤本 昌信
昭和31年
２月９日生

昭和53年４月京阪電気鉄道株式会社入社

（注）２ ２

平成６年７月 当社京都人事部長
平成11年７月当社総合政策室部長
平成13年６月当社取締役、総合政策室部長
平成14年８月当社管理本部部長
平成15年６月当社常務取締役、管理本部副本部長
平成18年４月当社事業本部長（現在）
平成19年６月当社専務取締役（現在）

常務取締役 事業本部副本部長 玉村 將
昭和25年
４月25日生

昭和49年５月当社入社

（注）２ ２

平成５年７月 当社開発事業部長
平成13年６月当社取締役
平成14年８月当社管理本部部長委嘱、開発事業部長
平成17年６月当社常務取締役（現在）
平成18年４月当社事業本部副本部長（現在）

常務取締役 監査室長 小松原 哲夫
昭和22年
11月30日生
 

昭和45年４月京阪電気鉄道株式会社入社

（注）２ ２

平成12年７月当社総合政策室部長兼京都鉄道部部
長

平成13年６月当社取締役、総合政策室部長
平成14年８月当社管理本部部長、京都鉄道部長
平成16年10月当社鉄道部長委嘱
平成18年４月当社常務取締役（現在）
平成18年４月
平成19年６月

当社監査室長委嘱（現在）
当社事業本部副本部長

常務取締役
事業本部副本部長
事業本部鉄道部長

岡本　光司
昭和30年
10月９日生

昭和54年４月
平成16年７月
平成18年７月
平成19年７月
平成20年６月
平成20年６月
平成20年６月

京阪電気鉄道株式会社入社
同社経営統括室　政策担当部長
同社事業統括室部長
当社事業本部鉄道部長
当社常務取締役（現在）
当社事業本部副本部長（現在）
当社事業本部鉄道部長委嘱（現在）

（注）５ －

取締役
事業本部事業企画
部長

永野 信一
昭和26年
10月17日生

平成13年12月当社入社、京都鉄道部管理課課長

（注）２ ２

平成17年７月当社管理本部部長

平成18年４月当社事業本部事業企画部部長

平成19年６月
平成19年６月

当社取締役（現在）
当社事業本部事業企画部長委嘱（現
在）

常勤監査役  内藤 宣裕
昭和29年
３月８日生

昭和53年５月当社入社

（注）３ ２
平成８年７月 当社社長室部長
平成14年８月当社管理本部部長
平成15年６月当社取締役、管理本部部長
平成17年６月当社常勤監査役（現在）

監査役  櫻井 謙次
昭和23年
10月23日生

昭和46年４月京阪電気鉄道株式会社入社

（注）４ ２

平成８年７月 同社グループ事業室部長
平成９年７月 同社経営政策室部長
平成13年６月同社取締役
平成13年６月当社監査役（現在）

平成19年６月京阪電気鉄道株式会社取締役専務執
行役員（現在）

監査役  片本 皖也
昭和20年
２月５日生

昭和42年４月京阪電気鉄道株式会社入社

（注）４ ２
平成４年７月 同社事業開発室部長
平成16年６月同社監査役（現在）
平成17年６月当社監査役（現在）

計 31

（注）１． 監査役櫻井謙次、片本皖也は、会社法第２条16号に定める社外監査役であります。

２． 平成19年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

３． 平成19年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

４．
平成20年６月20日開催の定時株主総会の終結の時から４年間（片本皖也は、当社定款の定めにより前任者の任期を引き継いでおりま
す。）

５． 平成20年６月20日開催の定時株主総会の終結の時から２年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】
 
※コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方
当社は、コーポレート・ガバナンスが、企業の健全性を維持し、企業価値を高める基本問題と位
置づけ、経営の意思決定、業務執行、監査、監督等について、これらが充分に機能するよう組織、体制
を常に整備し、実効ある運営が行われるよう努めております。
 
（１）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等
 
①会社の機関の基本説明
当社は、株主総会、取締役会、監査役会等の機関を企業組織の中心に位置付け、それぞれの構
成員はその機関が的確かつ有効に機能するよう、その運営に必要な法令等を理解するとともに
遵守し、企業経営全般において適性かつ有用な意思決定を行うよう努めております。また近年
は特に、内部監査機能の強化を図るために、監査室の充実を図っております。

 
②会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況
当社の取締役会は社外監査役２名を含む10名で構成され、法に定める決議事項等重要な業務
執行についての意思決定を行っております。また、当社は経営諸課題の組織全般への浸透、な
らびに監督強化のために、７名の常勤役員で構成される常務会を設置し、取締役会の決議事項
を始めとした経営上の重要事項について徹底した審議を行っております。また、毎月、常勤役
員と職務を執行する幹部職員による定例会議を開催し、業務執行案件についての審議、決定と
業務の執行状況の審査・報告を行っております。
また、会社法第362条にもとづく「業務の適正を確保するための体制の整備」の方針を取締
役会にて決定するとともに、それに沿った体制強化と運用を実施しております。
情報開示につきましては、四半期決算およびEDINETによる情報開示を実施し、タイムリーか
つ正確性を重視した情報開示を徹底することはもとより、適時開示規則を遵守することで株
主や投資家の皆様への経営の透明性の向上に取り組んでおります。
個人情報保護につきましては、個人情報保護法および国土交通省からのガイドラインに基づ
き、個人情報管理規程を制定するとともに、管理責任者の選任等内部組織を立ち上げ万全を期
するとともに、ホームページでプライバシーポリシーを公表し情報の開示に努めております。
また、内部統制システムとして、社長の直轄組織である監査室が策定した年度計画にもとづ
き、当社およびグループ各社の内部統制を中心とした業務全般について監査を実施しており、
監査結果は社長および監査役に報告されるとともに、各部門、グループ各社に対して業務改善
に向け具体的助言および指導を行っております。
 

③内部監査及び監査役監査の状況
監査室が、定期的に監査を行い、特に子会社に対しては、定例会議の実施を始め、子会社の監
査役から定期的に監査状況の詳細な説明を受けるなど、グループ会社の監査を重点的に行って
おります。
なお、監査室は部長以下７名の監査担当者が、監査役の監査業務の補助を行っております。
また、監査役会は、常勤監査役１名ならびに非常勤かつ社外監査役２名の計３名で構成され、
各監査役は、監査役会が定めた規範に従い、取締役会あるいは常務会への出席、業務の調査等を
通じ、取締役会の職務執行の監査を行っております。
 

④会計監査の状況
会計監査につきましては、新日本監査法人との間に監査契約を締結し、グループ会社を含め
た会計監査を実施するとともに、会計制度の変更などにも迅速に対応できる環境を整備してい
ます。監査契約にもとづく指定社員・業務執行社員は、西野秀一、増田豊、坂井俊介の３名で、当
社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士５名、その他７名程度であります。
 

⑤社外取締役及び社外監査役との関係
当社は、社外取締役を選任しておりません。また、社外監査役２名と当社との人的、資本的関
係はありません。
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（２）リスク管理体制の整備の状況
 
①          顧客ならびに当社および役職員等に関し発生する危機について、これを予防するととも
に、発生の際の被害を最小限に止めるための指針およびその他必要な事項を「危機管理規
程」に定め、各部署は、必要に応じ、これにもとづいた具体的対処方法を決定しております。

②          特に鉄軌道事業部署においては、安全輸送の確保を最優先の命題として、安全に関する取
組みの基本方針・組織体制等及び運転、施設、車両に関する業務の実施体制・方法を「安全
管理規程」に定め実施しております。

③          情報セキュリティに関しては、情報管理の基本的な取り扱い事項を「情報セキュリティ基
本規程」に定め、それに付随した諸規程の制定とともに、管理本部内に担当役員を責任者と
した情報セキュリティ管理チームを設け、緊急時の対応やルールの策定等の対策を講じてお
ります。また、環境管理の分野に関しては、環境管理責任者を置き、ＫＥＳ（環境マネジメン
トシステム・スタンダード　ステップ２）に適合した環境マネジメントシステムを実施して
おります。

 
 
（３）役員報酬の内容
 
当事業年度における取締役および監査役に対する報酬は以下のとおりであります。

 
 
 

取締役に支払った報
酬
監査役に支払った報
酬

67百万円
7百万円

 
 
 

　　　　　計 75百万円

注１．
 

　２．

取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておらず、
当事業年度の役員退職慰労金繰入額として費用処理したものを含んでおります。

社外監査役には、報酬等は支給しておりません。

 

（４）監査報酬の内容
 
当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額　　　　　　　　　　　　　19百万円
当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額　　　22百万円
注）公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務である内部統制の文書化等のレビュー手続
きについての対価を支払っております。

 
 
（５）会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組み状況
 
環境問題について、当社は、京のアジェンダ21フォーラムが制定するＫＥＳ（環境マネジメン
トシステム・スタンダード ステップ２）の認証を取得し、本年５月に認証継続登録を行いまし
た。鉄道・バスが地球環境への負荷が少ない乗り物であることに加え、排ガス規制対応バス車両
の導入をはじめ、駅、工場、店舗、事務所などでの環境活動を通して、引き続き企業の社会的責任
の一環として、地球環境保全に資する施策を積極的に推進してまいります。
 
 
（６）取締役の定足数
 
当社の取締役は14名以内とする旨定款に定めております。
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（７）取締役選任の決議要件
 
当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の1以
上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。 
 
 
（８）株主総会決議事項のうち取締役会で決議できることとした事項
 
当社は、株主への機動的な利益還元を可能とするため、会社法第454条第５項の規定に基づき取
締役会の決議によって中間配当をすることができる旨定款で定めております。
 
 
（９）株主総会の特別決議要件
 
当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使するこ
とができる株主の議決権の３分の1以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上を
もって行う旨定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和するこ
とにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。 
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第５【経理の状況】
 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
（１）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭
和51年大蔵省令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しておりま
す。
なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連
結財務諸表規則に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日ま
で）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　　　
（２）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年
大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規則」という。）第２条の規定に基づき、同規則並びに
「鉄道事業会計規則」（昭和62年運輸省令７号）により作成しております。
なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸
表等規則並びに鉄道事業会計規則に基づき、当事業年度（平成19年４月１日から平成20年
３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則並びに鉄道事業会計規則に基づいて作成して
おります。

 
２．監査証明について

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日か
ら平成19年３月31日まで）の連結財務諸表及び前事業年度（平成18年４月１日から平成
19年３月31日まで）の財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規
定に基づき当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の連結財務
諸表及び当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の財務諸表につい
て、新日本監査法人により監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
　　①【連結貸借対照表】

   

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）              
Ⅰ流動資産              
　１．現金及び預金     1,672     1,637  
　２．受取手形及び売掛金     1,131     1,514  
　３．有価証券     ―     150  
　４．販売土地及び建物     241     162  
　５．その他のたな卸資産     135     100  
　６．前払費用     64     63  
　７．繰延税金資産     19     18  
　８．その他     69     92  
　　　貸倒引当金     △24     △15  
　　流動資産合計     3,309 19.0   3,723 21.8
               
Ⅱ固定資産              
　１．有形固定資産 ※1            
（１）建物及び構築物 ※2、3   8,328     8,461  
（２）機械装置及び運搬
具

※2、3   1,457     1,250  

（３）土地 ※2   2,357     2,388  
（４）その他 ※2、3   239     208  
有形固定資産合計     12,382 71.2   12,308 72.1

　２．無形固定資産     93 0.5   85 0.5
　３．投資その他の資産              
（１）投資有価証券     909     692  
（２）繰延税金資産     24     ―  
（３）前払年金費用     401     ―  
（４）その他     255     257  
　　　貸倒引当金     △3     △3  
投資その他の資産合

計
    1,588 9.2   946 5.6

　　固定資産合計     14,064 80.9   13,340 78.2
Ⅲ繰延資産              
　１．社債発行費     9     ―  
　　繰延資産合計     9 0.1   ― ―
　　資産合計     17,384100.0   17,063100.0
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前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）              
Ⅰ流動負債              
１．支払手形及び買掛
金

    95     116  

２．短期借入金 ※2   4,967     4,771  
３．１年以内償還社債 ※2   522     572  
４．未払金     555     1,075  
５．未払法人税等     129     24  
６．未払消費税等     60     59  
７．賞与引当金     234     234  
８．その他     439     411  
流動負債合計     7,005 40.3   7,266 42.6

               
Ⅱ固定負債              
１．社債 ※2   2,450     1,878  
２．長期借入金 ※2   3,634     3,415  
３．長期未払金     925     895  
４．繰延税金負債     49     127  
５．退職給付引当金     327     308  
６．役員退職慰労引当
金

    29     80  

７．その他     169     161  
固定負債合計     7,585 43.6   6,867 40.2
負債合計     14,590 83.9   14,133 82.8

               
（純資産の部）              

Ⅰ株主資本              
　１．資本金     1,000 5.8   1,000 5.8
　２．資本剰余金     270 1.6   270 1.6
　３．利益剰余金     979 5.6   1,248 7.3
　４．自己株式     △3 △0.0   △4 △0.0
　　　株主資本合計     2,246 13.0   2,514 14.7
Ⅱ評価・換算差額等              
１．その他有価証券評
価差額金

    71     △87  

　　　評価・換算差額等合計     71 0.4   △87 △0.5
Ⅲ少数株主持分     475 2.7   503 3.0
　　純資産合計     2,793 16.1   2,930 17.2
　　負債純資産合計     17,384100.0   17,063100.0
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②【連結損益計算書】
   

前連結会計年度
（自平成18年４月１日
至平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ 営業収益     12,167100.0   12,363100.0

                 
Ⅱ 営業費 ※2            

  １．
運輸業等営業費及び
売上原価

  11,583     11,688    

  ２．販売費及び一般管理費 ※1 106 11,69096.1 116 11,80595.5
  営業利益     477 3.9   558 4.5
Ⅲ 営業外収益              
  １．受取利息   2     0    
  ２．受取配当金   8     8    
  ３．負ののれん償却額   6     3    
  ４．受託工事収入   2     22    
  ５．賃料収入   9     14    
  ６．損害保険料   12     3    
  ７．雑収入   28 69 0.6 46 98 0.8

Ⅳ 営業外費用              

  １．支払利息   190     202    
  ２．社債発行費償却   34     9    
  ３．雑支出   51 277 2.3 52 263 2.1
  経常利益     269 2.2   392 3.2
Ⅴ 特別利益              
  １．工事負担受入額   ―     476    

  ２．
国庫及び地方公共団体
補助金

  157     209    

  ３．固定資産売却益 ※3 ―     62    
  ４．投資有価証券売却益   10 168 1.4 ― 749 6.1

                 
Ⅵ 特別損失              
  １． 適格退職年金制度終了損失   ―     423    
  ２． 固定資産圧縮損   ―     148    
  ３． 役員退職慰労引当金繰入額   ―     67    
  ４． 販売用不動産評価損   42     ―    
  ５． 関係会社株式売却損   31     ―    
  ６． 固定資産売却損 ※4 22     ―    
  ７． 固定資産除却損 ※5 4 100 0.8 ― 639 5.2

  税金等調整前当期純利益     336 2.8   502 4.1
  法人税、住民税及び事業税   158     55    
  法人税等調整額   61 220 1.8 138 194 1.6
  少数株主利益     22 0.2   39 0.3
  当期純利益     94 0.8   269 2.2
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③【連結株主資本等変動計算書】

　前連結会計年度（自平成18年４月1日至平成19年３月31日）
  株主資本

 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

株主資本
合計

平成18年３月31日残高
百万円
1,000

百万円
270

百万円
885

百万円
△2

百万円
2,153

連結会計年度中の変動額          
役員賞与（注）     △0   △0
当期純利益     94   94
自己株式の取得       △0 △0
株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額（純額）

         

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 93 △0 93

平成19年３月31日残高 1,000 270 979 △3 2,246

 
 

  評価・換算差額等
少数
株主持分

純資産合計
 

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

 
平成18年３月31日残高

百万円
116

百万円
116

百万円
461

百万円
2,732

連結会計年度中の変動額        
役員賞与（注）       △0
当期純利益       94
自己株式の取得       △0
株主資本以外の項目の連結会計年度
中の変動額（純額）

△44 △44 13 △31

連結会計年度中の変動額合計 △44 △44 13 61

平成19年３月31日残高 71 71 475 2,793

　（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当連結会計年度（自平成19年４月1日　至平成20年３月31日）
  株主資本

 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

株主資本
合計

 
平成19年３月31日残高

百万円
1,000

百万円
270

百万円
979

百万円
△3

百万円
2,246

連結会計年度中の変動額          
当期純利益     269   269
自己株式の取得       △1 △1
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純
額）

         

連結会計年度中の変動額合
計

― ― 269 △1 267

平成20年３月31日残高 1,000 270 1,248 △4 2,514

 
 

  評価・換算差額等
少数
株主持分

純資産合計
 

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

 
平成19年３月31日残高

百万円
71

百万円
71

百万円
475

百万円
2,793

連結会計年度中の変動額        
当期純利益       269
自己株式の取得       △1
株主資本以外の項目の連結会計年度
中の変動額（純額）

△159 △159 28 △130

連結会計年度中の変動額合計 △159 △159 28 137

平成20年３月31日残高 △87 △87 503 2,930
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
     

前連結会計年度
（自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日）

 
区分

注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー      

    税金等調整前当期純利益   336 502

    減価償却費   1,013 966

    工事負担金受入額   ― △476

    負ののれん償却額   △6 △3

    賞与引当金の増加額（△減少額）   △3 0

    退職給付引当金の減少額   △14 △18

    役員退職慰労引当金の増加額   3 51

    貸倒引当金の増加額（△減少額）   10 △9

    受取利息及び受取配当金   △10 △8

    支払利息   190 202

    関係会社株式売却損   31 ―

    投資有価証券売却益   △10 ―

    有形固定資産売却益   ― △49

    有形固定資産売却損   22 ―

    無形固定資産売却益   ― △13

    固定資産のための補助金   △52 △209

    固定資産圧縮損   ― 148

    売上債権の減少額（△増加額）   △336 93

    たな卸資産の減少額（△増加額）   △39 114

    前払費用の減少額（△増加額）   △0 6

    前払年金費用の減少額（△増加額）   △27 401

    仕入債務の増加額（△減少額）   △39 20

    未払金の増加額（△減少額）   △22 105

    未払費用の増加額（△減少額）   25 △4

    未払消費税等の減少額   △47 △1

    役員賞与の支払額   △0 ―

    その他   121 △62

 
  　　小計   1,143 1,755

    利息及び配当金の受取額   10 8

    利息の支払額   △194 △208

    法人税等の支払額   △130 △144

 
  営業活動によるキャッシュ・フロー   828 1,411
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前連結会計年度
（自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日）

 
区分

注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー      

    定期預金の預入による支出   △15 △4

    定期預金の払戻による収入   35 4

    有価証券の取得による支出   △305 ―

    有価証券の償還による収入   100 ―

    投資有価証券の取得による支出   △514 △0

    投資有価証券の売却による収入   569 19

    連結範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入   7 ―

    有形固定資産の取得による支出   △490 △593

    有形固定資産の売却による収入   33 78

    無形固定資産の売却による支出   ― 13

    無形固定資産の取得による支出   △12 △10

    工事負担金の受入による収入   ― 19

    固定資産のための補助金収入   81 190

    その他   △1 △0

 
  投資活動によるキャッシュ・フロー   △511 △284

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー      
    短期借入金の純増減額   532 13

    長期借入れによる収入   1,028 1,820

    長期借入金の返済による支出   △2,462 △2,247

    社債償還による支出   △447 △522

    ファイナンス・リース債務の返済による支出   △70 △70

    自己株式の取得による支出   △0 △1

    少数株主への配当金の支払額   △0 △3

 
  財務活動によるキャッシュ・フロー   △1,421 △1,011

Ⅳ
 
  現金及び現金同等物の増加額（△減少額）   △1,104 115

Ⅴ   現金及び現金同等物の期首残高   2,732 1,628

Ⅵ
 
  現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 1,628 1,744
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自平成18年４月１日
至平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

１．連結の範囲に関する
事項

（１）連結子会社の数12社
主要な連結子会社の名称
「第１企業の概況４．関係会社
の状況」に記載しているため、省略
しております。
（２）非連結子会社はありません。

（１）連結子会社の数11社
主要な連結子会社の名称
「第１企業の概況４．関係会社
の状況」に記載しているため、省略
しております。
（２）同左
 

２．持分法の適用に関す
る事項

（１）持分法適用の関連会社　
該当なし

（２）持分法を適用していない非連
結子会社及び関連会社はありま
せん。

 

（１）同左
 
（２）同左

３．連結子会社の事業年
度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の
末日は、連結決算日と一致しておりま
す。
 

同左

４．会計処理基準に関す
る事項

（１）重要な資産の評価基準及び評
価方法
イ．販売土地及び建物は、個別法に
よる原価基準により評価してお
ります。

 

（１）重要な資産の評価基準及び評
価方法
イ．同左

  ロ．その他有価証券
　時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づく
時価法（評価差額は全部純資産
直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）を採用
しております。

 

ロ．その他有価証券
　時価のあるもの

同左

  時価のないもの
移動平均法による原価法
 

時価のないもの
同左
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項目
前連結会計年度

（自平成18年４月１日
至平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

  （２）重要な減価償却資産の減価償
却の方法
イ．有形固定資産
主として定率法を採用しており

ます。
ただし、当社及び連結子会社は平
成10年４月１日以降に取得した建
物（附属設備を除く。）は定額法に
よっております。
なお、主な耐用年数は次のとおり
であります。
　建物及び構築物７～50年
　機械装置及び運搬具

２～20年
 

（２）重要な減価償却資産の減価償
却の方法
イ．有形固定資産

同左
 
 
 
 
 
 
 
 

    （会計方針の変更）
法人税法の改正に伴い、当連結会
計年度より、平成19年４月１日以降
に取得した有形固定資産について、
改正後の法人税法に基づく減価償
却の方法に変更しております。
この変更に伴う、影響額は軽微で
あります。

 

    （追加情報）
法人税法改正に伴い、平成19年３
月31日以前に取得した資産につい
ては、改正前の法人税法に基づく減
価償却の方法の適用により取得価
額の５％に到達した連結会計年度
の翌連結会計年度より、取得価額の
５％相当額と備忘価額との差額を
５年間にわたり均等償却し、減価償
却費に含めて計上しております。
これにより、営業利益、経常利益
及び税金等調整前当期純利益がそ
れぞれ40百万円減少しております。
なお、セグメント情報に与える影
響は、当該箇所に記載しておりま
す。

 
  ロ．無形固定資産

当社及び連結子会社は定額法を
採用しております。
なお、ソフトウェア（自社利用）
については、社内における見込利用
可能期間（５年）による定額法を
採用しております。

 

ロ．無形固定資産
同左
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項目
前連結会計年度

（自平成18年４月１日
至平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

  （３）重要な引当金の計上基準
イ．退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、
当連結会計年度末における退職給
付債務及び年金資産の見込額に基
づき計上しております。
なお、会計基準変更時差異につい
ては、15年による按分額を費用処理
しております。
数理計算上の差異は、その発生時
の従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（10年）による定額
法により、翌連結会計年度から費用
処理することとしております。

（３）重要な引当金の計上基準
イ．退職給付引当金
連結子会社の一部については、従
業員の退職金の支給に備えるため、
当連結会計年度末における退職給
付債務の見込額（自己都合期末退
職金要支給額の100％）を計上して
おります。
なお、当該子会社のうち１社につ
いては、適格退職年金制度を採用し
ているため、当連結会計年度末にお
ける年金資産の見込額を控除して
計上しております。

    （追加情報）
当社においては、従来、適格退職
年金制度を採用しておりましたが、
平成20年３月１日に適格退職年金
制度を廃止し、中小企業退職金共済
制度へ移行しております。当該移行
に関しては、「退職給付制度間移行
等に関する会計処理」（企業会計
基準適用指針第１号）を適用し、当
該年金制度の廃止に伴う損失とし
て、特別損失に適格退職年金制度終
了損失（423百万円）を計上してお
ります。
 

  ロ．役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備え
て、連結子会社のうち一部につい
て、内規に基づく期末要支給額を計
上しております。

ロ．役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備え
て、内規に基づく期末要支給額を計
上しております。

    （会計方針の変更）
役員退職慰労引当金については、
従来、連結子会社の一部を除き支出
時に費用処理しておりましたが、当
期より内規に基づく期末要支給額
を役員退職慰労引当金として計上
する方法に変更しております。この
変更は、「役員賞与に関する会計基
準」（企業会計基準委員会　平成17
年11月29日　企業会計基準第4号）
が適用され、役員賞与について費用
処理されることとなったこと、及び
「租税特別措置法上の準備金及び
特別法上の引当金又は準備金並び
に役員退職慰労引当金等に関する
監査上の取り扱い」（日本公認会
計士協会　監査・保証実務委員会報
告第42号　平成19年4月13日）が公
表されたことを契機に、期間損益計
算の適正化及び財務内容の健全化
を図るために行ったものでありま
す。
この結果、従来の方法と比較し
て、営業利益及び経常利益は、15百
万円、税金等調整前当期純利益は、
83百万円それぞれ減少しておりま
す。
なお、セグメント情報に与える影
響は、当該箇所に記載しておりま
す。
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項目
前連結会計年度

（自平成18年４月１日
至平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

  ハ．賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の
支出に充てるため、支給見込額に基
づき計上しております。

 

ハ．賞与引当金
同左

  ニ．貸倒引当金
売上債権、貸付金等の貸倒損失に
備えるため、一般債権については貸
倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権について個別に回収可能
性を勘案し、回収不能見込額を計上
しております。

 

ニ．貸倒引当金
同左

 
 
 
 
 

 
  （４）重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理により計上して
おります。

 

（４）重要なリース取引の処理方法
同左

  （５）重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法
金利スワップ及び金利キャッ
プについては、特例処理の要件を
満たしているため特例処理を採
用しております。

（５）重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法

同左

  ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象
（ヘッジ手段）
金利スワップ
金利キャップ

（ヘッジ対象）
借入金の利息
社債の利息

 

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象
　（ヘッジ手段）

同左
 
　（ヘッジ対象）

同左

  ハ．ヘッジ方針
借入金及び社債の金利変動リ
スクを回避する目的で金利ス
ワップ取引及び金利キャップ取
引を行っており、ヘッジ対象の識
別は個別契約毎に行っておりま
す。

 

ハ．ヘッジ方針
同左
 
 
 
 

 

  　ニ．ヘッジ有効性評価の方法
金利スワップ及び金利キャッ
プの想定元本、利息の受払条件
（利子率、利息の受払日等）及び
契約期間がほぼ同一であり、金利
スワップ及び金利キャップの特
例処理の要件を満たしているた
め有効性の評価を省略しており
ます。
 

　ニ．ヘッジ有効性評価の方法
同左
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項目
前連結会計年度

（自平成18年４月１日
至平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

  （６）その他連結財務諸表作成のた
めの基本となる重要な事項

 
イ．消費税等の処理方法
税抜方式によっております。

 
ロ．国庫補助金等の処理方法
鉄軌道事業において地方公共団
体等により工事費の一部として国
庫補助金等を受けており、国庫補助
金等相当額は直接減額せず、工事完
成時に取得原価で計上しておりま
す。
また、バス事業において設備購入
補助のための国庫補助金等を受け
ておりますが、国庫補助金等相当額
は直接減額せず、国庫補助金等によ
り取得した資産を取得原価で固定
資産に計上しております。

 

（６）その他連結財務諸表作成のた
めの基本となる重要な事項

 
イ．消費税等の処理方法

同左
 
ロ．国庫補助金等の処理方法

同左
 
 
 
 
 
 
　

  ハ．繰延資産の処理方法
社債発行費
社債発行費については、３年間
（３年内に社債償還の期限が到来
するときは、償還までの期間）で均
等償却しております。

 

ハ．繰延資産の処理方法
社債発行費

同左

５．連結子会社の資産及
び負債の評価に関する事
項

連結子会社の資産及び負債の評
価については、全面時価評価法を採
用しております。
 

同左

６．のれん及び負ののれ
んの償却に関する事項
 

のれん及び負ののれんの償却に
ついては、重要性の乏しいものを除
き５年間の定額法により償却を
行っております。

同左

７．連結キャッシュ・フ
ロー計算書における資金
の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書
における資金（現金及び現金同等
物）は、手許現金、随時引き出し可
能な預金及び容易に換金可能であ
り、かつ、価値の変動について僅少
なリスクしか負わない取得日から
３ヵ月以内に償還期限の到来する
短期投資からなっております。
 

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自 平成18年４月 １日
　　至 平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成19年４月 １日
　　至 平成20年３月31日）

（路線維持補助金にかかる会計処理の変更）
路線維持補助金について、従来確定時に特別利益
に計上しておりましたが、当連結会計年度より、当
年度にかかる当該補助金は営業収益に計上する方
法に変更いたしました。これに伴い、過年度にかか
る当該補助金は特別利益に計上しております。
この変更は、従来補助の対象を赤字事業者のみと
していた路線維持補助金制度が、平成13年４月から
路線単位の経常収支に基づき交付される制度に変
更されたことに加え、前期より取り組んでおります
路線バス運行維持に関し、関係自治体と協定を締結
することにより、期間毎の収益の確保がより確実に
なり、かつその金額の重要性も高まったことから、
損益区分をより適正に表示するために行ったもの
であります。
この結果、従来と同一の方法によった場合と比較
して、営業利益及び経常利益は423百万円増加する
とともに税金等調整前当期純利益は155百万円増加
しております。
なお、セグメント情報に与える影響は、（セグメン
ト情報）に記載しております。
 

 
 

――――――――――――

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基
準）
当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部
の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　
平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の
部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業
会計基準適用指針第８号　平成17年12月９日）を適
用しております。
これまでの資本の部の合計に相当する金額は
2,318百万円であります。
なお、連結会計年度における連結貸借対照表の純
資産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴
い、改正後の連結財務諸表規則により作成しており
ます。

 

 
 
　　表示方法の変更

前連結会計年度
（自 平成18年４月 １日
　　至 平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成19年４月 １日
　　至 平成20年３月31日）

（連結損益計算書）
「損害保険料」は、前連結会計年度まで営業外収
益の「雑収入」に含めて表示しておりましたが、営
業外収益の総額の100分の10を超えたため区分掲記
しました。
なお、前連結会計年度における「損害保険料」の
金額は３百万円であります。
 
前連結会計年度において、「連結調整勘定償却
額」として掲記されていたものは、当連結会計年度
から「負ののれん償却額」と表示しております。
 

（連結損益計算書）
 

――――――――――――
 

（連結キャッシュ・フロー計算書）
前連結会計年度において、「連結調整勘定償却
額」として掲記されていたものは、当連結会計年度
から「負ののれん償却額」と表示しております。

（連結キャッシュ・フロー計算書）
 

――――――――――――
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注記事項
（連結貸借対照表関係）

  前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

※１
 
有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は、
16,270百万円であります。

 
有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は、
12,732百万円であります。

※２  
担保提供資産及び担保付債務
平成19年３月31日現在、下記の諸資産を長期借入金
及び短期借入金5,774百万円（内財団抵当分4,456百
万円）、社債銀行債務保証1,800百万円（内財団抵当
分1,800百万円）の担保に提供しております。

 

 
担保提供資産及び担保付債務
平成20年３月31日現在、下記の諸資産を長期借入
金及び短期借入金4,089百万円（内財団抵当分
3,312百万円）、社債銀行債務保証1,590百万円（内
財団抵当分1,590百万円）の担保に提供しておりま
す。

 

建物及び構築物
（内財団抵当分
機械装置及び運搬具
（内財団抵当分
土地
（内財団抵当分
その他
（内財団抵当分

2,427百万円　
1,421百万円）
868百万円
868百万円）
764百万円
629百万円）
2百万円
22百万円）

建物及び構築物
（内財団抵当分
機械装置及び運搬具
（内財団抵当分
土地
（内財団抵当分
その他
（内財団抵当分

2,787百万円
1,831百万円）
747百万円
747百万円）
56百万円
629百万円）
26百万円
26百万円）

   

※３  
固定資産圧縮累計額
有形固定資産については、下記のとおり、取得価額
から国庫及び地方公共団体補助金等圧縮記帳額が直
接控除されております。

建物及び構築物　　　　　2,048百万円　
機械装置及び運搬具　　　1,032百万円　

その他　　　　　　　　　　　3百万円　
 

 
固定資産圧縮累計額
有形固定資産については、下記のとおり、取得価額
から国庫及び地方公共団体補助金等圧縮記帳額が直
接控除されております。

建物及び構築物　　　　　1,732百万円　
機械装置及び運搬具　　　1,031百万円　

その他　　　　　　　　　　　3百万円　
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（連結損益計算書関係）

 
前連結会計年度

（自平成18年４月 １日
　　至平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自平成19年４月 １日
　　至平成20年３月31日）

※１  
「販売費及び一般管理費」は、不動産売買業及び小
売業に係るものであり、その主な内訳は次のとおり
であります。
人件費　　　　　　　　　　　　76百万円

 
「販売費及び一般管理費」は、不動産売買業及び
小売業に係るものであり、その主な内訳は次のとお
りであります。
人件費　　　　　　　　　　　　84百万円

※２  
営業費のうち引当金繰入額

 
営業費のうち引当金繰入額

賞与引当金繰入額
退職給付費用
役員退職慰労引当金繰入
額

234百万円
193百万円
3百万円

 
 
 

賞与引当金繰入額
退職給付費用
役員退職慰労引当金繰入
額

234百万円
223百万円
20百万円

 
 
 

※３  
―――――――――――

 
固定資産売却益の内容は次のとおりであります。
土　地　　　　　　　　　　　　49百万円
地上権　　　　　　　　　　　　13百万円

 

※４  
固定資産売却損の内容は次のとおりであります。
土　地　　　　　　　　　　　　22百万円
 

 
―――――――――――

※５  
固定資産除却損の内容は次のとおりであります。
借地権　　　　　　　　　　　　4百万円

 

 
―――――――――――
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（連結株主資本等変動計算書関係）
前連結会計年度（自平成18年４月 １日至平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度

株式数
（千株）

当連結会計年度
増加株式数
（千株）

当連結会計年度
減少株式数
（千株）

当連結会計年度末
株式数
（千株）

発行済株式        

普通株式 20,000 － － 20,000

合計 20,000 － － 20,000

自己株式        

普通株式　（注） 20 3 － 24

合計 20 3 － 24

（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加３千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。
 
当連結会計年度（自平成19年４月 １日至平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度

株式数
（千株）

当連結会計年度
増加株式数
（千株）

当連結会計年度
減少株式数
（千株）

当連結会計年度末
株式数
（千株）

発行済株式        

普通株式 20,000 － － 20,000

合計 20,000 － － 20,000

自己株式        

普通株式（注） 24 8 － 32

合計 24 8 － 32

（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加８千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

EDINET提出書類

京福電気鉄道株式会社(E04108)

有価証券報告書

45/88



（連結キャッシュ・フロー計算書関係）
  前連結会計年度

（自平成18年４月１日
　　至平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自平成19年４月１日
　　至平成20年３月31日）

 
※１

 
現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係
（平成19年３月31日現在）

 
現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対
照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年３月31日現在）

  現金及び預金勘定 1,672百万円     現金及び預金勘定 1,637百万円  

  預入期間が３ヵ月を超える定期預金　　　　　 △43百万円     有価証券勘定に含まれる譲渡性預金 150百万円  

  現金及び現金同等物 1,628百万円     預入期間が３ヵ月を超える定期預金　　　　　 　△43百万円 

          現金及び現金同等物 1,744百万円  

               

 
２

 
当連結会計年度に株式の売却により連結子会社
でなくなった会社の資産及び負債の主な内訳
株式の売却により第一技術開発㈱が連結子会社で
なくなったことに伴う売却時の資産及び負債の内
訳は次のとおりであります。

 
流動資産　　　　　 30百万円
固定資産 　　　　　16百万円
資産合計 　　　　　47百万円

 
流動負債 　　　　　2百万円
固定負債　　　　　 2百万円
負債合計 　　　　　4百万円

 

 
 

―――――――――――
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自平成18年４月１日
至平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引

（借主側）
（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計

額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残
高相当額

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引

（借主側）
（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計

額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残
高相当額

  取得価額
相当額

減価償却累
計額相当額

期末残高
相当額

  取得価額
相当額

減価償却累
計額相当額

期末残高
相当額

  百万円 百万円 百万円   百万円 百万円 百万円
機械装置及
び運搬具

571 294 276
機械装置及
び運搬具

454 159 294

その他（有
形固定資
産）

115 82 33
その他（有
形固定資
産）

425 148 277

合計 686 376 309 合計 879 307 572

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高
が有形固定資産の期末残高等に占める割合が
低いため、支払利子込み法により算定してお
ります。

 
（２）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額
１年内94百万円
１年超215百万円　
合　計309百万円

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過
リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等
に占める割合が低いため、支払利子込み法によ
り算定しております。

 
（３）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額及び減損損失
支払リース料99百万円
減価償却費相当額99百万円

 
（４）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零
とする定額法によっております。

同左
 
 
 
（２）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額
１年内141百万円
１年超430百万円
合　計572百万円

同左
 
 
 
（３）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額及び減損損失
支払リース料135百万円
減価償却費相当額135百万円

 
（４）減価償却費相当額の算定方法

同左
 

 
（減損損失について）
リース資産に配分された減損損失はありませ

ん。

 
（減損損失について）

同左
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（有価証券関係）
前連結会計年度（平成19年３月31日）

 
１．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）

  種類 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも

の

（１）株式

（２）債券

社債

（３）その他

96

 
－

29

272

 
－

33

175

 
－

3

小計 126 305 179

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない

もの

（１）株式

（２）債券

その他

（３）その他

－

 
－

450

－

 
－

403

－

 
－

△46

小計 450 403 △46

合計 576 709 133

 
 
２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 （単位：百万円）

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

569 10 －

 
３．時価評価されていない主な有価証券の内容 （単位：百万円）

  連結貸借対照表計上額

その他有価証券

　非上場株式

 
200

 
４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額　 （単位：百万円）

  １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

１．債券

（１）社債

２．その他

 
－

－

 
－

170

 
－

10

 
－

－
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当連結会計年度（平成20年３月31日）
 
１．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）

  種類 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも

の

（１）株式

（２）債券

（３）その他

95

－

10

194

－

11

98

－

1

小計 105 206 100

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない

もの

（１）株式

（２）債券

（３）その他

2

－

450

1

－

286

△0

－

△164

小計 452 287 △165

合計 558 493 △64

 
２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 （単位：百万円）

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

19 0 －

 
３．時価評価されていない主な有価証券の内容 （単位：百万円）

  連結貸借対照表計上額

１．有価証券

（１）譲渡性預金

２．その他有価証券

（１）非上場株式

 
150

 
198

 
４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額　 （単位：百万円）

  １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

１．債券

２．その他

－

－

－

－

－

130

－

－
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（デリバティブ取引関係）
 
　１．取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自平成18年４月１日
　　至平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自平成19年４月１日
　　至平成20年３月31日）

（１） 取引の内容
利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ
取引及び金利キャップ取引であります。

（２） 取引に対する取組方針
デリバティブ取引は、将来の金利変動によるリス
ク回避を目的としており、投機的な取引は行わない
方針であります。

（３） 取引の利用目的
デリバティブ取引は、借入金利等の将来の金利市
場における利率上昇による変動リスクを回避する
目的で利用しております。
なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を
行っております。
ヘッジ会計の方法
特例処理の要件を満たしているため特例処理を
採用しております。

　ヘッジ手段とヘッジ対象
（ヘッジ手段）
金利スワップ
金利キャップ

（ヘッジ対象）
借入金の利息
社債の利息

ヘッジ方針
借入金及び社債の金利変動リスクを回避する目
的で金利スワップ取引及び金利キャップ取引を
行っており、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っ
ております。

　ヘッジ有効性評価の方法
金利スワップ及び金利キャップの想定元本、利息
の受払条件（利子率、利息の受払日等）及び契約期
間がほぼ同一であり、金利スワップ及び金利キャッ
プの特例処理の要件を満たしているため有効性の
評価を省略しております。

（４） 取引に係るリスクの内容
金利スワップ取引及び金利キャップ取引は市場
金利の変動によるリスクを有しております。
なお、取引相手先は高格付を有する金融機関に限
定しているため信用リスクはほとんどないと認識
しております。

（５） 取引に係るリスク管理体制
デリバティブ取引の執行・管理については、資金
担当部門が決裁担当者の承認を得て行っておりま
す。

（１） 取引の内容
同左

 
（２） 取引に対する取組方針

同左
 
 
（３） 取引の利用目的

同左
 
 
 
 
ヘッジ会計の方法

同左
 
　ヘッジ手段とヘッジ対象
（ヘッジ手段）

同左
 
（ヘッジ対象）

同左
 
ヘッジ方針

同左
 
 
 
　ヘッジ有効性評価の方法

同左
 
 
 
 
（４） 取引に係るリスクの内容

同左
 
 
 
 
（５） 取引に係るリスク管理体制

同左

 
 

　２．取引の時価等に関する事項

前連結会計年度（平成19年３月31日）及び当連結会計年度（平成20年３月31日）

全てヘッジ会計が適用されているため記載しておりません。
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（退職給付関係）
 
１．採用している退職給付制度の概要 
 

当社は適格退職年金制度を採用しておりましたが、平成20年３月１日付で適格退職年金契約を解除し、
中小企業退職金共済制度に加入しております。また、連結子会社のうち１社については適格退職年金制度
を導入しております。その他の連結子会社については、主として退職一時金制度を設けております。

 
 
２．退職給付債務に関する事項　

（単位：百万円）
  前連結会計年度

(平成19年３月31日)
当連結会計年度
(平成20年３月31日)

（イ） 退職給付債務 △1,173 △632

（ロ） 年金資産 404 23

（ハ） 未積立退職給付債務（イ）＋（ロ） △769 △608

（ニ） 会計基準変更時差異の未処理額 830 300

（ホ） 未認識数理計算上の差異の未処理額 13 －

（ヘ）
連結貸借対照表計上額純額
（ハ）＋（ニ）＋（ホ）

74 △308

（ト） 前払年金費用 401 －

（チ） 退職給付引当金（ヘ）－（ト） △327 △308

（注）一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。
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３．退職給付費用に関する事項

（単位：百万円）

  前連結会計年度
（自平成18年４月１日
至平成19年３月31日)

当連結会計年度
（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日)

（イ） 勤務費用 82 109

（ロ） 利息費用 8 8

（ハ） 期待運用収益 △7 △0

（ニ） 会計基準変更時差異の費用処理額 104 100

（ホ） 数理計算上の差異の費用処理額 5 5

（ヘ） 退職給付費用 193 223

（ト） 適格退職年金制度終了損失 － 423

（チ） その他 － 3

（注） １．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「(イ)勤務費用」に計上しております。

  ２．「（チ）その他」は中小企業退職金共済制度への支払額であります。

 
 
４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
 
  前連結会計年度

(平成19年３月31日)
当連結会計年度
(平成20年３月31日)

（イ） 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準

（ロ） 割引率 1.5％ 1.5％

（ハ） 期待運用収益率 3.0％ 3.0％

（ニ） 数理計算上の差異の処理年数 10年（注） 10年（注）

（ホ） 会計基準変更時差異の処理年数 15年 15年

（注）数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額
法により、翌連結会計年度から費用処理することとしております。
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（税効果会計関係）
 
１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳
  前連結会計年度

（平成19年３月31日）
  当連結会計年度

（平成20年３月31日）
繰延税金資産 （百万円）  （百万円）

 賞与引当金 93     93  

 退職給付引当金 155     122  

 役員退職慰労引当金 －     32  

 長期未払金 －     18  

 未実現利益の消去 272     272  

 繰越欠損金 287     402  

 販売用不動産評価損 20     1  

 投資有価証券評価損 85     78  

 その他有価証券評価差額金 －     44  

 その他 2     18  

 小計 919     1,085 

評価性引当額 △500     △615  

 繰延税金資産計 418     470  

繰延税金負債          

 固定資産圧縮積立金 △103     △290  

 その他有価証券評価差額 △53     △18  

 合併差益 △267     △267  

 その他 －     △2  

 繰延税金負債計 △424     △579  

繰延税金資産の純額 △5     △108  

            

繰延税金資産（負債）の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。

   （百万円）   （百万円）

 流動資産－繰延税金資産 19     18  

 固定資産－繰延税金資産 24     －  

 固定負債－繰延税金負債 △49     △127  

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等
の負担率との間に重要な差異があるときの、当該
差異の原因となった主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
 

 
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

  （％）   （％）

法定実効税率 40.0     法定実効税率と税効果会
計適用後の法人税等の負
担率との間の差異が法定
実効税率の100分の５以
下であるため注記を省略
しております。

  （調整）      

 交際費等永久に損金に算入されない項目 2.0   
 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △5.5   
 住民税均等割 3.0   
 評価性引当額 25.0   
 その他 0.8   
 税効果会計適用後の法人税等の負担率 65.3   
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（セグメント情報）
【事業の種類別セグメント情報】
　最近２連結会計年度の事業の種類別セグメント情報は次のとおりであります。
 
前連結会計年度（自平成18年４月１日至平成19年３月31日）

 運輸業 不動産業
レジャー・
サービス業

その他
の事業

計
消去又
は全社

連結

 （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

Ⅰ営業収益        
（１）外部顧客に対す

る営業収益
8,300 1,711 1,425 730 12,167 ― 12,167

（２）セグメント間の
内部営業収益又
は振替高

25 170 80 825 1,102（1,102） ―

計 8,326 1,882 1,505 1,555 13,270（1,102） 12,167
営業費用 8,230 1,478 1,551 1,548 12,809（1,119） 11,690
営業利益
（△は営業損失）

96 403 △46 6 460 16 477

Ⅱ資産、減価償却費及
び資本的支出

       

資産 6,713 6,700 2,680 652 16,746 637 17,384
減価償却費 503 403 103 7 1,019 （5） 1,013
資本的支出 261 150 101 6 520 ― 520
 
 
当連結会計年度（自平成19年４月１日至平成20年３月31日）

 運輸業 不動産業
レジャー・
サービス業

その他
の事業

計
消去又
は全社

連結

 （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

Ⅰ営業収益        
（１）外部顧客に対す

る営業収益
8,290 1,890 1,348 832 12,363 ― 12,363

（２）セグメント間の
内部営業収益又
は振替高

29 170 61 681 942 （942） ―

計 8,320 2,061 1,410 1,513 13,305（942） 12,363
営業費用 8,189 1,576 1,516 1,476 12,759（954） 11,805
営業利益
（△は営業損失）

131 484 △106 37 545 12 558

Ⅱ資産、減価償却費及
び資本的支出

       

資産 6,871 7,092 1,850 590 16,404 659 17,603
減価償却費 477 395 92 6 972 （5） 966
資本的支出 710 162 204 12 1,090 ― 1,090

 
 
（注）１．事業区分の方法
　　　　　日本標準産業分類をベースに、経営の多角化の実態が具体的かつ適切に開示できるよう、事業を区分しております。
　　　２．各事業区分の主要な事業内容
　　　　　運輸業・・・鉄軌道事業、バス事業、タクシー業を行っております。
　　　　　不動産業・・・不動産賃貸業、不動産分譲業等を行っております。
　　　　　レジャー・サービス業・・・旅行業・広告代理店業、ホテル業、飲食業等を行っております。
　　　　　その他の事業・・・建設業・保険代理業、物販業・自動車整備業等を行っております。
　　３．営業費のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、当社の余資運用資金（現金及び預金）及び長期投資資
金（投資有価証券）であります。

　　　　　　　　　　　　　　　前連結会計年度1,353百万円
　　　　　　　　　　　　　　　当連結会計年度1,426百万円
５．会計処理の変更（前連結会計年度）
「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、路線維持補助金について、従来確定時に特
別利益に計上しておりましたが、当連結会計年度より、当年度にかかる当補助金は営業収益に含めて計上する方法に変更
いたしました。この結果、従来と同一の方法によった場合と比較して、運輸業の営業利益は423百万円増加しております。
 
 
会計処理の変更（当連結会計年度）

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、役員退職慰労引当金については、従来、連結
子会社の一部を除き支出時に費用処理しておりましたが、当連結会計年度より内規に基づく期末要支給額を役員退職慰労
引当金として計上する方法に変更しております。
この結果、従来の方法に比べ、営業利益は、運輸業が８百万円、不動産業が２百万円、レジャー・サービス業が２百万円、その
他の事業が２百万円、それぞれ減少しております。
 

６．追加情報（当連結会計年度）
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「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、平成19年３月31日以前に取得した資産につ
いては、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年
度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。
この結果、従来の方法に比べ、営業利益は、運輸業が34百万円、不動産業が２百万円、レジャー・サービス業が３百万円、その
他の事業が０百万円、それぞれ減少しております。
 

　　７．事業区分の変更（当連結会計年度）
　　　　　従来「レジャー・サービス業」の一部であった架空索道事業は事業実態を反映し「運輸業」に含めております。又、従来
　　　　　「レジャー・サービス業」の一部であった八瀬・比叡山土地賃貸事業についても事業実態を反映し「不動産業」に含めて
　　　　　おります。
　　　　　　

なお、前連結会計年度において当連結会計年度の事業区分によった場合の種類別セグメント情報は、次のとおりでありま
す。

 
前連結会計年度（自平成18年４月１日至平成19年３月31日）

 運輸業 不動産業
レジャー・
サービス業

その他
の事業

計
消去又
は全社

連結

 （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

Ⅰ営業収益        
（１）外部顧客に対す

る営業収益
8,327 1,745 1,364 730 12,167 ― 12,167

（２）セグメント間の
内部営業収益又
は振替高

25 170 80 825 1,102（1,102） ―

計 8,353 1,915 1,445 1,555 13,270（1,102） 12,167
営業費用 8,273 1,522 1,465 1,548 12,809（1,119） 11,690
営業利益
（△は営業損失）

80 392 △20 6 460 16 477

Ⅱ資産、減価償却費及
び資本的支出

       

資産 6,760 7,433 1,900 652 16,746 637 17,384
減価償却費 510 411 89 7 1,019 （5） 1,013
資本的支出 261　 150 101 6 520 ― 520

 
 

【所在地別セグメント情報】
　前連結会計年度（自平成18年４月１日至平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自平成19年４月１日至平成20年
３月31日）において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため該当事項はありま
せん。
 
 

【海外売上高】
前連結会計年度（自平成18年４月１日至平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自平成19年４月１日至平成20年
３月31日）において、海外売上高がないため該当事項はありません。
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【関連当事者との取引】
　前連結会計年度（自平成18年４月１日至平成19年３月31日）
（１）親会社及び法人主要株主等

属性 会社等の名称 住所
資本金又
は
出資金

事業の
内容又
は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

関係内容

取引の
内容

取引金額 科目 期末残高
役員の
兼任等

事業上
の関係

   百万円  ％    百万円  百万円

親会社
京阪電気鉄道

㈱
大阪市
中央区

51,466運輸業 （43.53）４名
借入金等の
保証予約

債務保証
（予約）
（注）

3,207― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）当社は、銀行借入等に対して京阪電気鉄道㈱より債務保証（予約）を受けております。
 
当連結会計年度（自平成19年４月１日至平成20年３月31日）
（１）親会社及び法人主要株主等

属性 会社等の名称 住所
資本金又
は
出資金

事業の
内容又
は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

関係内容

取引の
内容

取引金額 科目 期末残高
役員の
兼任等

事業上
の関係

   百万円  ％    百万円  百万円

親会社
京阪電気鉄道

㈱
大阪市
中央区

51,466運輸業 （43.52）２名
借入金等の
保証予約

債務保証
（予約）
（注）

3,148― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）当社は、銀行借入等に対して京阪電気鉄道㈱より債務保証（予約）を受けております。
 
 
 
（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自平成18年４月 １日
至平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自平成19年４月 １日
至平成20年３月31日）

１株当たり純資産額116円06銭
１株当たり当期純利益金額４円71銭
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりま
せん。

１株当たり純資産額121円56銭
１株当たり当期純利益金額13円48銭
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりま
せん。

（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。　
 

前連結会計年度
（自平成18年４月１日
至平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

　当期純利益 94百万円 269百万円

　普通株主に帰属しない金額 －百万円 －百万円

　普通株式に係る当期純利益 94百万円 269百万円

　期中平均株式数 19,977千株 19,971千株

 
（重要な後発事象）
　該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】
 
【社債明細表】

会社名 銘柄
発行
年月日

前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率
（％）

担保 償還期限

京福電気鉄道
株式会社

第１回
無担保社債

平成16年
３月31日

250
（100）

150
（150）

1.848
無担保
社債

平成21年
３月31日

京福電気鉄道
株式会社

第２回
無担保社債

平成16年
７月30日

1,100 1,100 1.475
無担保
社債

平成21年
７月31日

京福電気鉄道
株式会社

第３回
無担保社債

平成16年
９月30日

550
（220）

330
（220）

1.403
無担保
社債

平成21年
９月30日

京福電気鉄道
株式会社

第４回
無担保社債

平成17年
９月30日

550
（150）

400
（150）

1.489
無担保
社債

平成22年
９月30日

京福電気鉄道
株式会社

第５回
無担保社債

平成17年
９月30日

340 340 1.050
無担保
社債

平成22年
９月30日

京福電気鉄道
株式会社

第６回
無担保社債

平成17年
９月30日

182
（52）

130
（52）

1.259
無担保
社債

平成22年
９月30日

（注）１．（　）内書は、１年以内の償還予定額であります。
　　　２．連結決算後５年内における１年ごとの償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

572 1,412 466 ― ―

 
【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 2,797 2,833 1.445 ―

１年以内に返済予定の長期借
入金

2,170 1,938 2.046 ―

１年以内に返済予定のリース
債務

― ― ― ―

長期借入金（１年以内に返済
予定のものを除く。）

3,634 3,415 1.797
平成21年～平成31

年
リース債務（１年以内に返済
予定のものを除く。）

― ― ― ―

その他の有利子負債
　未払金（１年以内返済）
　長期未払金（１年超）

 
70
895

 
71
824

 
1.470
1.470

 
 

平成21年～平成22
年

合計 9,568 9,083 ―  

（注）１．平均利率は借入金の期末残高に対する加重平均利率によっております。
　　　２．長期借入金及びその他の有利子負債（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算後５年間

の返済予定額は以下のとおりであります。

区分
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 1,491 767 593 271
その他の有利子負
債

72 751 ― ―

 
（２）【その他】
　　　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
　　①【貸借対照表】
    前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）
Ⅰ　流動資産

             

　１．現金・預金     340     437  
　２．未収運賃     10     11  
　３．未収金     29     489  
　４．未収収益     88     41  
　５．関係会社短期貸付金     825     1,480  
　６．有価証券     ―     150  
　７．販売土地及び建物     40     31  
　８．貯蔵品     30     24  
　９．前払費用     22     18  
　10．繰延税金資産     19     18  
　11．その他の流動資産     26     28  
　　　貸倒引当金     △2     △1  
　　流動資産合計     1,43010.4   2,73020.9

 
Ⅱ　固定資産

             

Ａ　鉄軌道事業固定資産 ※1,2            
　　　１．有形固定資産   5,651     6,412    
　　　　　減価償却累計額   3,752 1,898  4,066 2,346 
　　　２．無形固定資産     2     3  
　　　　　計     1,90113.9   2,34918.0
　Ｂ．兼業固定資産 ※1,2            
　　　１．有形固定資産   14,662     8,733    
　　　　　減価償却累計額   6,815 7,847  2,841 5,892 
　　　２．無形固定資産     65    40 
　　　　　計     7,91357.9   5,93245.3
　Ｃ．各事業関連固定資産 ※1            
　　　１．有形固定資産   138     138    
　　　　　減価償却累計額   57 80  59 79 
　　　２．無形固定資産     0     ―  
　　　　　計     81 0.6   79 0.6
　Ｄ．投資その他の資産              
　（１）投資有価証券 ※1   733    582 
（２）関係会社株式     1,075    1,275 
　（３）出資金     2     2  
（４）破産更生債権等     4     4  
　（５）長期前払費用     6     3  
　（６）長期前払年金費用     401    ―  
　（７）その他     124    124 
　　　　貸倒引当金     △3     △3  
投資その他の資産合計     2,34417.1   1,98915.2

　　固定資産合計     12,24089.5   10,35479.1
               
Ⅲ　繰延資産              
　　１．社債発行費     9     ―  
　　繰延資産合計     9 0.1   ― ―
　　資産合計     13,680100.0   13,084100.0
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    前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）
Ⅰ　流動負債

             

１．短期借入金 ※1   2,360     2,560  
２．１年以内返済予定の
長期借入金

※1   1,796     1,676  

３．１年以内償還社債 ※1   522     572  
４．未払金     136     619  
５．未払費用     50     48  
６．未払法人税等     7     6  
７．未払消費税等     9     72  
８．預り連絡運賃     0     0  
９．預り金     37     47  
10．前受運賃     14     16  
11．前受金     0     ―  
12．前受収益     19     24  
13．賞与引当金     33     35  
14．その他     1     1  
流動負債合計     4,99036.5   5,68243.4

 
Ⅱ　固定負債

             

１．社債 ※1   2,450    1,878 
２．長期借入金 ※1   2,948    3,071 
３．長期未払金     895    47  
４．長期繰延税金負債     247    353 
５．退職給付引当金     68     ―  
６．役員退職慰労引当金     ―     36  
７．長期預り金     1     0  
８．預り保証金     62     60  
固定負債合計     6,67448.8   5,44741.7
負債合計     11,66485.3   11,12985.1

               
 

（純資産の部）
             

Ⅰ　株主資本              
１．資本金     1,000 7.3   1,000 7.6
　２．資本剰余金              
　　（１）資本準備金   270     270    
　　　資本剰余金合計     270 2.0   270 2.1
　３．利益剰余金              
　　（１）利益準備金   46     46    
　（２）その他利益剰余金              
　　　　　固定資産圧縮積立金   127     397    
　　　　　繰越利益剰余金   543     355    
　　　利益剰余金合計     717 5.2   799 6.1
４．自己株式     △3 △0.0   △4 △0.0

株主資本合計     1,98414.5   2,06515.8
 
Ⅱ　評価・換算差額等

             

　　１．その他有価証券評価差額
金

  31     △110    

　　評価・換算差額等合計     31 0.2   △110 △0.9
純資産合計     2,01614.7   1,95414.9
負債純資産合計     13,680100.0   13,084100.0
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　　②【損益計算書】
    前事業年度

（自 平成18年４月１日
　至 平成19年３月31日）

当事業年度
（自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　鉄軌道事業営業損益              
　１．営業収益 ※1            
（１）旅客運輸収入   1,061     1,167    
（２）運輸雑収   94 1,155 45.2 82 1,250 51.6
２．営業費 ※1            
（１）運送営業費   810     873    
（２）一般管理費   166     224    
（３）諸税   84     81    
（４）減価償却費   157 1,218 47.7 160 1,340 55.3
　鉄軌道事業営業損失     62 2.5   90 3.7
Ⅱ　兼業営業損益              
　１．営業収益 ※1            
　（１）土地建物販売収入   59     51    
　（２）賃貸収入外   1,101     855    
　（３）沿線諸事業収入外   237 1,39854.8 266 1,17348.4
　２．営業費 ※1            
　（１）売上原価   123     197    
　（２）運送営業費   29     ―    
　（３）販売費及び一般管理費   435     388    
　（４）諸税   92     81    
　（５）減価償却費   414 1,096 42.9 195 863 35.6
　兼業営業利益     302 11.9   310 12.8
　全事業営業利益     239 9.4   220 9.1
Ⅲ　営業外収益              
　１．受取利息 ※1 17     35    
　２．有価証券利息   2     ―    
　３．受取配当金 ※1 64     26    
　４．物品売却益   0     ―    
　５．損害保険料   2     0    
　６．受託工事収入   2     22    
　７．雑収入 ※1 17 107 4.2 23 109 4.5
Ⅳ　営業外費用              
　１．支払利息   130     123    
　２．社債利息   31     34    
　３．社債発行費償却   34     9    
　４．貸倒引当金繰入額   1     ―    
　５．雑支出   23 222 8.7 16 183 7.6
　経常利益     124 4.9   146 6.0
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    前事業年度

（自 平成18年４月１日
　至 平成19年３月31日）

当事業年度
（自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅴ　特別利益              
１．工事負担金受入額   ―     476    
２．国庫補助金等   24     24    
３．固定資産売却益 ※2 ―     21    
４．投資有価証券売却益   10     ―    
５．関係会社株式売却益   7 43 1.7 ― 522 21.6

Ⅵ　特別損失              

１．
適格退職年金制度終
了損失

  ―     423    

２．
役員退職慰労引当金
繰入額

  ―     29    

３．販売用不動産評価損   42     ―    
４．固定資産除却損 ※3 4 47 1.8 ― 453 18.7

　税引前当期純利益     120 4.8   215 8.9
　法人税、住民税及び事業税   4     4    
　法人税等調整額   52 57 2.3 128 133 5.5
　当期純利益     63 2.5   82 3.4
               
               

   
（注）１． 百分比は、全事業営業収

益2,554百万円を100と
する比率であります。

（注）１． 百分比は、全事業営業収
益2,424百万円を100と
する比率であります。

   

２． 売上原価の内訳は土地
建物原価6百万円、沿線
諸事業売上原価117百万
円であります。

２． 売上原価の内訳は土地
建物原価9百万円、沿線
諸事業売上原価188百万
円であります。
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営業費明細表
    前事業年度

（自 平成18年４月１日
　至 平成19年３月31日）

当事業年度
（自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　鉄軌道事業営業費 ※１        
１．運送営業費          

 人件費   533   564  
 経費   276 810 308 873

２．一般管理費          
 人件費   90   127  
 経費   75 166 97 224

３．諸税     84   81
４．減価償却費     157   160

　　鉄軌道事業営業費     1,218   1,340
             

Ⅱ　兼業営業費 ※２        
１．売上原価          

 土地建物売上原価   6   9  

 沿線諸事業売上原
価

  117 123 188 197

２．運送営業費     29   ―

３．
販売費及び一般管
理費

         

  人件費   88   102  
  経費   347 435 286 388

４．諸税     92   81
５．減価償却費     414   195
兼業営業費合計     1,096   863
           

　　全事業営業費合計     2,314   2,203
           

                 
前事業年度 当事業年度

　事業別営業費合計の100分の５を超える主な費用並びに
営業費（全事業）に含まれている引当金繰入額は次のと
おりであります。

　事業別営業費合計の100分の５を超える主な費用並びに営
業費（全事業）に含まれている引当金繰入額は次のとおり
であります。

  （百万円）   （百万円）
※１鉄軌道事業営業費   ※１鉄軌道事業営業費  
  運送営業費     運送営業費  
  給与   358     給与   381
  退職給付費用   69     退職給付費用   69
  修繕費   88     修繕費   75
  固定資産税   66     固定資産税   66
※２兼業営業費     ※２兼業営業費    
  販売費及び一般管理費       販売費及び一般管理費    
  業務委託料   60   賃借料   107
  賃借料   140   固定資産税   71
  固定資産税   80      
  ３営業費（全事業）に含まれる引当金繰入額   ３営業費（全事業）に含まれる引当金繰入額
  賞与引当金   33   賞与引当金   35
  退職給付費用   90   退職給付費用   87
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　③【株主資本等変動計算書】
　前事業年度（自　平成18年４月1日　　至　平成19年3月31日）

  株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

資本
剰余金
合計
 

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

固定
資産
圧縮
積立金

繰越利益
剰余金

 
平成18年３月31日残高

百万円
1,000

百万円
270

百万円
270

百万円
46

百万円
122

百万円
485

百万円
654

事業年度中の変動額              
　固定資産圧縮積立金積立
（注）

        17 △17 ―

　固定資産圧縮積立金積立         12 △12 ―

　固定資産圧縮積立金の取崩
（注）

        △11 11 ―

　固定資産圧縮積立金の取崩         △12 12 ―

　当期純利益           63 63

　自己株式の取得              

　株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

             

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― 4 58 63

平成19年３月31日残高 1,000 270 270 46 127 543 717

 
 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

 
平成18年３月31日残高

百万円
△2

百万円
1,922

百万円
68

百万円
68

百万円
1,990

事業年度中の変動額          
　固定資産圧縮積立金積立
（注）

  ―     ―

　固定資産圧縮積立金積立   ―     ―
　固定資産圧縮積立金の取崩
（注）

  ―     ―

　固定資産圧縮積立金の取崩   ―     ―
　当期純利益   63     63

　自己株式の取得 △0 △0     △0

　株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

    △36 △36 △36

事業年度中の変動額合計 △0 62 △36 △36 25

平成19年３月31日残高 △3 1,984 31 31 2,016

　（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当事業年度（自　平成19年４月1日　　至　平成20年3月31日）
  株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

資本
剰余金
合計
 

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計
 

固定
資産
圧縮
積立金

繰越利益
剰余金

 
平成19年３月31日残高

百万円
1,000

百万円
270

百万円
270

百万円
46

百万円
127

百万円
543

百万円
717

事業年度中の変動額              
　固定資産圧縮積立金積立         284 △284 ―

　固定資産圧縮積立金の取崩         △14 14 ―

　当期純利益           82 82

　自己株式の取得              

　株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

             

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― 269 △187 82

平成20年３月31日残高 1,000 270 270 46 397 355 799

 
 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

 
平成19年３月31日残高

百万円
△3

百万円
1,984

百万円
31

百万円
31

百万円
2,016

事業年度中の変動額          
　固定資産圧縮積立金積立   ―     ―
　固定資産圧縮積立金の取
崩

  ―     ―

　当期純利益   82     82

　自己株式の取得 △1 △1     △1

　株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純
額）

    △142 △142 △142

事業年度中の変動額合計 △1 80 △142 △142 △61

平成20年３月31日残高 △4 2,065 △110 △110 1,954
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重要な会計方針

項目

前事業年度

（自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日）

当事業年度

（自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日）

 
１．資産の評価基準及び評価
方法

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　　　　　　　　　　　　　

 
 
 
 

 
（１）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法を採用しておりま
す。

 
（１）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

同左

 
その他有価証券

　時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価
差額は全部純資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法より算定）を採用しており
ます。

 

その他有価証券

時価のあるもの

同左

　時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用しておりま
す。

時価のないもの

同左

 

 
（２）たな卸資産

（評価基準）　（評価方法）

販売土地及び建物

原価基準　　　個別法

貯蔵品

原価基準　　　移動平均法

　

 
（２）たな卸資産

（評価基準）　（評価方法）

販売土地及び建物

同左

貯蔵品

同左

 
２．固定資産の減価償却の方
法

 
（１）有形固定資産

鉄軌道事業における有形固定資産

定率法（ただし、鉄軌道事業における取替
資産については定率法による取替法）

ただし、平成10年４月１日以降取得した建
物（建物附属設備を除く）については、定額
法を採用しております。

その他の有形固定資産

定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま
す。建物　　　７～50年

機械装置　２～20年

 

 
（１）有形固定資産

同左

    （会計方針の変更）
法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平
成19年４月１日以降に取得した有形固定資産
について、改正後の法人税法に基づく減価償
却の方法に変更しております。
この変更に伴う、影響額は軽微であります。
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項目

前事業年度

（自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日）

当事業年度

（自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日）

   

（追加情報）
法人税法改正に伴い、平成19年３月31日以
前に取得した資産については、改正前の法
人税法に基づく減価償却の方法の適用によ
り取得価額の５％に到達した事業年度の翌
事業年度より、取得価額の５％相当額と備
忘価額との差額を５年間にわたり均等償却
し、減価償却費に含めて計上しております。
これにより、営業利益、経常利益及び税引
前当期純利益がそれぞれ８百万円減少して
おります。

 

（２）無形固定資産

　　定額法

なお、ソフトウェア（自社利用）について
は、社内における見込利用可能期間（５年）
による定額法を採用しております。

 

（２）無形固定資産

同左

 
３．繰延資産の処理方法

 
社債発行費

社債発行費については、３年間（３年以内
に社債償還の期限が到来するときは、償還ま
での期間）で均等償却しております。

 
社債発行費

同左

 
４．引当金の計上基準　　　　　　

　　　　　　

 
（１）貸倒引当金

未収金等の貸倒損失に備えるため、一般債
権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性
を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

 

 
（１）貸倒引当金

同左

　　　　　　 （２）賞与引当金

従業員に対する賞与の支払に充てるため、
支給見込額により計上しております。

 

（２）賞与引当金

同左

  （３）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年
度末における退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき計上しております。

なお、会計基準変更時差異については、15年
による按分額を費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時
における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（10年）による定額法により按分し
た額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処
理することとしております。

 

 

――――――――――
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項目

前事業年度

（自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日）

当事業年度

（自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日）

   

　　　――――――――――
（３）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基
づく期末要支給額を計上しております。

 

    （会計方針の変更）
役員退職慰労引当金については、従来、支
出時に費用処理しておりましたが、当事業
年度より内規に基づく期末要支給額を役員
退職慰労引当金として計上する方法に変更
しております。
 
この変更は、「役員賞与に関する会計基
準」（企業会計基準委員会　平成17年11月
29日　企業会計基準第４号）が適用され、役
員賞与について費用処理されることとなっ
たこと、及び「租税特別措置法上の準備金
及び特別法上の引当金又は準備金並びに役
員退職慰労引当金等に関する監査上の取り
扱い」（日本公認会計士協会　監査・保証
実務委員会報告第42号　平成19年４月13
日）が公表されたことを契機に、期間損益
計算の適正化及び財務内容の健全化を図る
ために行ったものであります。
この結果、従来に方法と比較して、営業利
益及び経常利益は、６百万円、税引前当期純
利益は、36百万円それぞれ減少しておりま
す。
 

 
５．リース取引の処理方法

 
リース物件の所有権が借主に移転すると認
められるもの以外のファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理により計上しております。

 

 
同左
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項目

前事業年度

（自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日）

当事業年度

（自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日）
 
６．ヘッジ会計の方法
 

 
（１）ヘッジ会計の方法

金利スワップ及び金利キャップについて
は、特例処理の要件を満たしているため特例
処理を採用しております。

 
（１）ヘッジ会計の方法

同左

  （２）ヘッジ手段とヘッジ対象
（ヘッジ手段）

　金利スワップ

　金利キャップ

 
（ヘッジ対象）

借入金の利息

社債の利息

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段）

同左

 
 
（ヘッジ対象）

同左

  （３）ヘッジ方針

借入金及び社債の金利変動リスクを回避す
る目的で金利スワップ取引及び金利キャップ
取引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別
契約毎に行っております。

 

（３）ヘッジ方針

同左

  （４）ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップ及び金利キャップの想定元
本、利息の受払条件（利子率、利息の受払日
等）及び契約期間がほぼ同一であり、金利ス
ワップ及び金利キャップの特例処理の要件を
満たしているため有効性の評価を省略してお
ります。

（４）ヘッジ有効性評価の方法

同左

 
７．その他財務諸表作成のた
めの基本となる重要な事
項

 

 
（１）消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

ただし、資産に係る控除対象外消費税等は発
生事業年度の期間費用としております。

 
（１）消費税等の会計処理

同左

 
 

 
（２）国庫補助金等の圧縮記帳処理の方法

鉄軌道事業において地方公共団体等により
工事費の一部として国庫補助金等を受けてお
りますが、国庫補助金等相当額は直接減額せ
ず、工事完成時に取得原価で計上しておりま
す。
 

 
（２）国庫補助金等の圧縮記帳処理の方法

同左
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会計処理方法の変更
前事業年度

（自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日）

当事業年度

（自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する
会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９日）及び
「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用
指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成17年12月９日）を
適用しております。

これまでの資本の部の合計に相当する金額は2,016百万円で
あります。

なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部について
は、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表等規則に
より作成しております。

 

 

――――――――――

 
 
追加情報

前事業年度

（自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日）

当事業年度

（自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日）

 

――――――――――
当社は、従来、適格退職年金制度を採用しておりましたが、平
成20年３月１日に適格退職年金制度を廃止し、中小企業退職金
共済制度へ移行しております。当該移行に関しては、「退職給
付制度間移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針
第１号）を適用し、当該年金制度の廃止に伴う損失として、特
別損失に適格退職年金制度終了損失（423百万円）を計上して
おります。
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注記事項
（貸借対照表関係）

  前事業年度
（平成19年3月31日）

当事業年度
（平成20年3月31日）

 

 
※１ 

 
鉄軌道事業固定資産、兼業固定資産の一部については、
財団抵当借入金等の担保に供しております。

 
鉄軌道事業固定資産、兼業固定資産の一部については、財
団抵当借入金等の担保に供しております。  

担保資産     担保資産      
  鉄軌道事業 1,857百万円     鉄軌道事業 2,282百万円    
  （内軌道財団抵当分 1,857百万円）     （内軌道財団抵当分 2,282百万円）    
  兼業 399百万円     兼業 382百万円    
　     　      
　     　      
　担保付債務     　担保付債務      
  長期借入金（１年内含
む）

3,586百万円     長期借入金（１年内含む）
　

2,721百万円    
  （内軌道財団抵当分 3,586百万円）     （内軌道財団抵当分 2,471百万円）    

  社債銀行債務保証 1,800百万円     社債銀行債務保証 1,590百万円    
  （内軌道財団抵当分 1,800百万円     （内軌道財団抵当分 1,590百万円）    

             
　     　      

 
※２

 
国庫及び地方公共団体補助金等による固定資産の圧
縮記帳累計額

 
鉄軌道事業固定資産　　　　1,372百万円
兼業固定資産　　　　　　　1,378百万円

計　　　　　　　　　2,750百万円

 
国庫及び地方公共団体補助金等による固定資産の圧縮
記帳累計額

 
鉄軌道事業固定資産　　　1,314百万円
兼業固定資産　　　　　　　972百万円

計　　　　　　　　2,286百万円

 

 
　３

 
下記の関係会社の借入金等に対し、債務保証を行ってお
ります。
　

京福バス㈱　　　　　　　　　317百万円
京福タクシー㈱　　　　　　　　3百万円

㈱京福エージェンシー　　　　　5百万円
　　　　　計　　　　　　　　　　325百万円

 
下記の関係会社の借入金等に対し、債務保証を行っており
ます。
　

京福バス㈱　　　　　　　　229百万円 
三国観光産業㈱　　　　　1,112百万円

　　　計　　　　　　　　1,341百万円
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　（損益計算書関係）

  前事業年度

（自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日）

当事業年度

（自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日）

 
※１

 
関係会社との取引にかかるものは次のとおりであり

ます。

 

 
関係会社との取引にかかるものは次のとおりであり

ます。

 
営業収益

受取利息

受取配当金

 

775百万円

17百万円

58百万円

 
 
 
 

営業収益

受取利息

受取配当金

 

479百万円

35百万円

21百万円

 

 
 
 
 

 
※２

 
―――――――――

 
固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
地上権

土地

13百万円

8百万円

 
 

 
※３

 
固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 

 
―――――――――

借地権 4百万円  

 
 
　（株主資本等変動計算書関係）

 
　前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 
　　自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末

株式数（千株）

当事業年度増加

株式数（千株）

当事業年度減少

株式数（千株）

当事業年度末

株式数（千株）

普通株式（注） 20 3 ― 24

合計 20 3 ― 24

　（注）普通株式の自己株式の株式数の増加３千株は、単元未満株式の買取による増加であります。

 
 
　当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 
　　自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末

株式数（千株）

当事業年度増加

株式数（千株）

当事業年度減少

株式数（千株）

当事業年度末

株式数（千株）

普通株式（注） 24 8 ― 32

合計 24 8 ― 32

　（注）普通株式の自己株式の株式数の増加８千株は、単元未満株式の買取による増加であります。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自 平成18年４月 １日
至 平成19年３月31日）

当事業年度
（自 平成19年４月 １日
至 平成20年３月31日）

（借主側）
１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ
るもの以外のファイナンス・リース取引
（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

（借主側）
１．リース物件の所有権が借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナンス・リース取引
（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相
当額

 

取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

期末残高
相当額

  取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

期末残高
相当額

  百万円 百万円 百万円   百万円 百万円 百万円

兼業
固定資産

6 5 1
兼業
固定資産

3 0 3

各事業関連
固定資産

44 29 14
各事業関連
固定資産

40 28 11

合計 50 30 15 合計 43 28 14

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有
形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法により算定しております。

 

同左
 
 

（２）未経過リース料期末残高相当額等
　　　未経過リース料期末残高相当額

　　　１年内　　　　　　8百万円
　　　　１年超　　　　　　6百万円
　　　　合計　　　　　　15百万円

（２）未経過リース料期末残高相当額等
　　　未経過リース料期末残高相当額

　　　１年内　　　　　　8百万円
　　　　１年超　　　　　　5百万円
　　　　合計　　　　　　14百万円

 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース
料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割
合が低いため、支払利子込み法により算定しており
ます。

 

同左
 
 

（３）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減
価償却費相当額及び減損損失

　　　支払リース料　　　　　　10百万円
　　　減価償却費相当額　　　　10百万円

 

（３）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、
減価償却費相当額及び減損損失

　　　支払リース料　　　　　　9百万円
　　　減価償却費相当額　　　　9百万円

 
（４）減価償却費相当額の算定方法
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。
（減損損失について）
　　リース資産に分配された減損損失はありません。

（４）減価償却費相当額の算定方法
同左

 
（減損損失について）

同左
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（有価証券関係）
　前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）及び、当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年
３月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

 
 
（税効果関係）
  前事業年度

（平成19年３月31日）
  当事業年度

（平成20年３月31日）

    （百万円）     （百万円）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳          

繰延税金資産          

賞与引当金   13     14

退職給付引当金   27     －

役員退職慰労引当金   －     14

長期未払金   －     18

繰越欠損金   92     224

販売用不動産評価損   20     1

投資有価証券評価損   49     49

その他有価証券評価差額金   －     44

貸倒引当金   2     2

その他   －     16

小計   206     386

評価性引当額   △60     △188

繰延税金資産合計   145     197

繰延税金負債          

固定資産圧縮積立金   △85     △265

その他有価証券評価差額   △21     －

子会社合併差益   △267     △267

繰延税金負債合計   △373     △532

繰延税金資産（負債）の純額   △227     △335

       

繰延税金資産（負債）の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

  （百万円）   （百万円）

流動資産－繰延税金資産 19   18

固定負債－繰延税金負債 △247   △353

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等
の負担率との間に重要な差異があるときの、当
該差異の原因となった主要な項目別の内訳

前事業年度
（平成19年３月31日）  

当事業年度
（平成20年３月31日）

    （％）     （％）
法定実効税率   40.0     40.0
（調整）          
交際費等永久に損金に算入されない項目   2.6     2.2
受取配当金等永久に益金に算入されない項目   △15.2     △1.5
住民税均等割等   4.1     2.3
評価性引当額   14.2     18.7
その他   2.1     0.1

　　　税効果会計適用後の法人税等の負担率   47.8     61.9
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 100円93銭 １株当たり純資産額 97円90銭

１株当たり当期純利益金
額

3円16銭 １株当たり当期純利益金額 4円11銭

 
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりま
せん。

同左

   

注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当期純利益（百万円） 63 82

普通株主に帰属しない金額 ― ―

普通株式に係る当期純利益（百万円） 63 82

期中平均株式数（千株） 19,977 19,971

 
 
（重要な後発事象）
　　　該当事項はありません。
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④【附属明細表】
　　　【有価証券明細表】
　　　【株式】
 

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証
券

その他
有価証券

京阪福井国際カントリー㈱ 1,220 90

㈱京三製作所 193,190 58

比叡山自動車道㈱ 39,360 44

㈱京都銀行 34,225 41

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グ
ループ

19 16

奧比叡参詣自動車道㈱ 20,000 10

㈱京都新聞社 184,674 8

嵐山温泉開発㈱ 600 6

京都ステーションセンター㈱ 500 5

三井トラスト・ホールディングス
㈱

4,818 2

その他11銘柄 32,170 11

計 510,776 295

 
　　　【債券】

 
該当事項はありません。

 
 
　　　【その他】
 

種類及び銘柄
投資口数等
（口）

貸借対照表計上額
（百万円）

有価証券
その他
有価証券

譲渡性預金 ― 150

小計 ― 150

投資有価証
券

その他
有価証券

ノムラ日本株戦略ファンド 26,562 167

日本低位株ファンド 15,531 118

小計 42,093 286

計 42,093 436
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　　　【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償却
累計額又は償却
累計額
（百万円）

当　　期
償 却 額
（百万円）

差引当期末
残　　　高
（百万円）

有形固定資産        

土地 2,007 ― 2 2,004 ― ― 2,004

建物 10,629 102 3,056 7,675 3,292 209 4,382

　構築物 4,511 466 1,810 3,168 1,731 69 1,436

　車両 1,666 59 ― 1,725 1,452 40 273

　機械装置 721 2 254 469 293 24 175

　工具器具備品 884 13 684 213 168 8 44

　雑施設 31 ― 4 27 26 0 1

　建設仮勘定 ― 712 710 2 ― ― 2

有形固定資産計 20,452 1,356 6,523 15,286 6,966 353 8,319

無形固定資産        

　水道施設利用権
他

― ― ― 2 0 0 1

　借地権他 ― ― ― 38 ― ― 38

　ソフトウェア ― ― ― 13 10 1 3

無形固定資産計 ― ― ― 55 10 1 44

長期前払費用 6 ― 3 3 ― ― 3

繰延資産        

　社債発行費 31 ― ― ― 31 9 ―

　　繰延資産計 31 ― ― ― 31 9 ―

 
（注）１．当期増加額の主なものは次のとおりであります。

 
 建物 嵐山駅はんなり・ほっこりスクエアリニュー

アル工事
嵐電天神川新駅工事

50百万円
 

46百万円
 構築物 嵐電天神川新駅工事 412百万円

 車両 車両制御器更新工事 43百万円

 機械装置 架空索道平衡索交換工事 2百万円

 工具器具備品 嵐電天神川新駅工事 5百万円

    

２．当期減少額の主なものは次のとおりであります。

 建物 三国競艇場施設売却に伴う旧資産除却 3,048百万円

 構築物 三国競艇場施設売却に伴う旧資産除却 1,768百万円

 機械装置 三国競艇場施設売却に伴う旧資産除却 253百万円

 工具器具備品 三国競艇場施設改修に伴う旧資産除却 683百万円

    
３．なお、無形固定資産の金額が総資産の100分の１以下であるため、「前期末残高」「当期増加額」及
び「当期減少額」の記載を省略しております。
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　　【引当金明細表】
 

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 6 0 ― 1 5

賞与引当金 33 35 33 ― 35

役員退職慰労引当
金

― 36 ― ― 36

（注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。

 
 

EDINET提出書類

京福電気鉄道株式会社(E04108)

有価証券報告書

77/88



（２）【主な資産及び負債の内容】
　　①　流動資産　　　

イ．現金及び預金
区分 金額（百万円）

現金 11

預金  

　　　当座預金 312

　普通預金 113

小計 425

合計 437

 
　　ロ．未収運賃

区分 金額（百万円）

　　鋼索線 0

　　嵐山線 11

　　架空索道 0

合計 11

 
　ハ．未収金

区分 金額（百万円）

　　負担工事 459

　　補助金 24

　　その他 5

合計 489

 
ニ．未収収益

区分 金額(百万円)

土地建物業収入 15

沿線諸事業収入 20

鉄軌道事業収入 2

その他 2

合計 41

　　　
ホ．販売土地及び建物

区分 面積 金額（百万円）

土地 ㎡  

　　京都府 177 0

　　　　福井県 31,796 31

合計 31,973 31
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　　ヘ．貯蔵品

区分 金額（百万円）
　　工事用品 17

　　その他 7

合計 24
 

ト．関係会社短期貸付金
区分 金額（百万円）

　　㈱京福コミュニティサービス 785
　　京福バス㈱ 695

合計 1,480
 
 
②固定資産
イ．関係会社株式

区分 金額（百万円）
　　㈱京福コミュニティサービス 366
　　京福バス㈱ 320
　　福井交通㈱ 280
　　京都バス㈱ 97
　　三国観光産業㈱ 84
　　京福タクシー㈱ 68
　　ケイカン交通㈱ 32
　　京福商事㈱ 15
　　㈱京福エージェンシー 10

合計 1,275
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③流動負債
イ．短期借入金

相手先 金額（百万円）
　　㈱みずほコーポレート銀行 740
　　㈱京都銀行 370
　　㈱福井銀行 350
　　みずほ信託銀行㈱ 300
　　㈱滋賀銀行 270
　　住友信託銀行㈱ 260
　　㈱三井住友銀行 200
　　中央三井信託銀行㈱ 70

合計 2,560
 

ロ．未払金
　（イ）相手先別内訳

相手先 金額(百万円)
　　㈱竹中土木 372
　　㈱大興電気 114
　　三菱電機㈱ 28
　　阪神車両メンテナンス㈱ 23
　　㈱かんこう 9
　　その他 72

合計 619
 

（ロ）内容別内訳
区分 金額(百万円)

　　未払工事代 553
　　未払物品代 41
　　未払受託工事代 17
　未払人件費 4
　　その他 3

合計 619
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④固定負債
　イ．社債
　　　内訳は１　連結財務諸表等　（１）連結財務諸表　⑤連結附属明細表　社債明細表に記載し
ております。

 
ロ．長期借入金

相手先 金額（百万円）

日本生命保険相互会社
（408）
1,140

　　日本政策投資銀行
（135）
908

　　中央三井信託銀行㈱
（327）
871

　　㈱福井銀行
（180）
321

　　㈱三菱東京ＵＦＪ銀行
（81）
293

　　みずほ信託銀行㈱
（136）
293

　　㈱京都銀行
（154）
284

　　住友信託銀行㈱
（106）
246

　　㈱みずほコーポレート銀行
（77）
234

　　㈱滋賀銀行
（64）
126

　　㈱三井住友銀行
（5）
30

合計
（1,676）
4,748

（注）　金額欄上段（　）書きの数字は、内数で貸借対照表日から起算して１年以内に返済す
る金額を示しており、貸借対照表において流動負債として計上しております。

 
 
（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】
 
事業年度   ４月１日から３月31日
定時株主総会   ６月中
基準日   ３月31日
株券の種類   １株券、５株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券
剰余金の配当の基準日   ９月30日

３月31日
１単元の株式数   1,000株
株式の名義書換　    
　　取扱場所   東京都港区芝三丁目33番１号　　中央三井信託銀行株式会社本店
　　株主名簿管理人   中央三井信託銀行株式会社
　　取次所   中央三井信託銀行株式会社全国各支店

日本証券代行株式会社本支店
　　名義書換手数料   無料
　　新券交付手数料   株券１枚につき50円（ほかに印紙税相当額）
単元未満株式の買取り    
　　取扱場所   東京都港区芝三丁目33番１号　　中央三井信託銀行株式会社本店
　　株主名簿管理人   中央三井信託銀行株式会社
　　取次所   中央三井信託銀行株式会社全国各支店

日本証券代行株式会社本支店
　　買取手数料   株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額
公告掲載方法  

 
電子公告。ただし、事故その他やむを得ない事由で電子公告による公告
ができない場合は、京都市において発行する京都新聞に掲載する。

株主に対する特典   5,900株以上 嵐山線・鋼索線優待乗車証１枚
    9,600株以上 京福バス回数乗車券70枚
    12,000株以上 嵐山線・鋼索線優待乗車証１枚、京福バス回数乗車

券70枚。または京福バス全線優待乗車証１枚（ご希
望によりいずれか選択）

    19,200株以上 電車・バス（嵐山線・鋼索線・京福バス）全線共通
優待乗車証１枚（高速バス及び特定路線を除く）
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第７【提出会社の参考情報】
 
　　１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、企業内容等の開示に関する内閣府令（昭和48年大蔵省令第５号）第三様式　記載上の注意（
49）に規定する親会社等はありません。

 
　　２【その他の参考情報】
 
　　　　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

（１） 有価証券報告書及びその添付書類
事業年度（第101期）（自平成18年４月１日至平成19年３月31日）

    平成19年６月27日近畿財務局長に提出

（２） 有価証券報告書に係る訂正報告書
事業年度（第101期）（自平成18年４月１日至平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る
訂正報告書であります。

    平成19年８月30日近畿財務局長に提出

（３） 半期報告書
（第102期中）（自平成19年４月１日至平成19年９月30日）

    平成19年12月21日近畿財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
 

平成19年６月27日
 
京福電気鉄道株式会社
　取締役会　御中
 
  新　日　本　監　査　法　人  
 

指定社員
業務執行社員

公認会計士 西野　秀一　印

  指定社員
業務執行社員

公認会計士 増田　豊　　印

 
 
当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状
況」に掲げられている京福電気鉄道株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日
までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株
主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を
行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か
ら連結財務諸表に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査
を行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうか
の合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用
した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体
としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と
して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、京福電気鉄道株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在
の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フ
ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
追記情報
連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、路線維持補助
金について、従来確定時に特別利益に計上していたが、当連結会計年度より、当年度にかか
る当該補助金は営業収益に計上する方法に変更している。これに伴い、過年度にかかる当
該補助金は特別利益に計上している。
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。

以　上
（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社が連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

平成20年6月20日

京福電気鉄道株式会社

　　　　取締役会　御中

。。。。。。。。。。。。。。。。。。新　日　本　監　査　法　人

指定社員
公認会計士 西野　秀一　印

業務執行社員

指定社員
公認会計士 増田　豊　　印

業務執行社員

指定社員
公認会計士 坂井　俊介　印

業務執行社員

 
 
 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経
理の状況」に掲げられている京福電気鉄道株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31
日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主
資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ
た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財
務諸表に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理
的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計
方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結
財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた
めの合理的な基礎を得たと判断している。
当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、京福電気鉄道株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政
状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を
すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
追記情報
連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載されているとおり、役員退職慰労
引当金については、従来、連結子会社の一部を除き支出時に費用処理していたが、当期より内
規に基づく期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更している。
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
。。。 。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。

。。。。。。。。。。。。。。。。。。。
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独立監査人の監査報告書
 

平成19年６月27日
 
京福電気鉄道株式会社
　取締役会　御中
 
  新　日　本　監　査　法　人  
 

指定社員
業務執行社員

公認会計士 西野　秀一　印

  指定社員
業務執行社員

公認会計士 増田　豊　　印

 
 
当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状
況」に掲げられている京福電気鉄道株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日
までの第101期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計
算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当
監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査
を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合
理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した
会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見
表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、京福電気鉄道株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日
をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示している
ものと認める。
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。

以　上
（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社が財務諸表に添付する形で別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書
 

平成20年6月20日

京福電気鉄道株式会社

取締役会　御中

　新　日　本　監　査　法　人

指定社員
公認会計士 西野　秀一　印

業務執行社員

指定社員
公認会計士 増田　豊　　印

業務執行社員

指定社員
公認会計士 坂井　俊介　印

業務執行社員

 
 
 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経
理の状況」に掲げられている京福電気鉄道株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31
日までの第102期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計
算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査
法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な
保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針
及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表
の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理
的な基礎を得たと判断している。
当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、京福電気鉄道株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもっ
て終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。
追記情報
重要な会計方針に記載されているとおり、役員退職慰労引当金については、従来、支出時に
費用処理していたが、当期より内規に基づく期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上
する方法に変更している。
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

。。。
。。。 。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。

。。。。。。。。。。。。。。。。。。。
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